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開幕のご挨拶 

 

中国国家検察官学院院長  

・中国犯罪学学会会長  

胡 衛列  

 

尊敬する指導者，日中両国の専門家や学者，同志各位： 

初冬の北京にて，瑞雪と紅葉に囲まれて，第 5 回日中犯罪学術シンポジウ

ムを北京西山八大処の国家検察官学院にて開幕いたします。ここで，シンポ

ジウムの主催者を代表いたしまして，中国犯罪学学会がシンポジウムを開催

されたことに対して，祝賀の意を示したいと思います！また，今回のシンポ

ジウムに参加されました指導者の皆様，日中における専門家や学者の皆様に

も歓迎の意を示したいと思います。 

日中の犯罪学界には長期的な学術交流の伝統があり，双方の交流は緊密か

つ頻繁なことから，日中犯罪学の学術研究促進に顕著な貢献をして参りまし

た。中国犯罪学学界と中日犯罪学学術交流会が共同で組織する日中犯罪学学

術シンポジウムは今回で 5 回目の開催となり，国際学会に広範な影響を与え，

高い評価を受けてきました。また，日中両国の犯罪学の研究成果を十分に示

すことで，犯罪学学術交流の重要なプラットフォームとなりました。シンポ

ジウムは実り多い成果をあげ，犯罪被害者研究を深めるように促進し，理論

的な研究成果を実践に転換するよう強力に進めた努力によって，必要な役割

を発揮しました。 

今回のシンポジウムは，犯罪被害者対策の比較研究を議題とし，日中の刑

事法関連学者と実務的な業界の専門家を招待致しまして，関連問題に対して

深く広範な交流と研究討論を行います。今回のシンポジウムにより，新たに

実りある成果をあげ，日中両国の犯罪被害者援助事業の発展促進にプラスの
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効果を発揮できることを確信しています。 

2008 年末，犯罪被害者援助は中国司法体制改革の全体的なプログラムに組

み入れられ，中国の各クラスの機関は次々にそれに対応する改革措置を発表

しました。2009 年 3 月，中央政法委員会は『刑事被害者援助作業の展開に

関する意見』を発表し，正式に国家司法改革の戦略的な立場から犯罪被害者

援助の制度的メカニズムを確立し，中国犯罪被害者援助事業のさらなる展開

を強力に促進しました。現在，犯罪被害者援助作業は中央の統一部署に基づ

き，順次推進を行い，犯罪被害者援助事業は，現在中国で盛んに発展してい

ます。 

中国犯罪学学会は 1992 年に設立されてから，20 年の栄光の歴史を経てき

ました。20 年間，中国の社会主義現代化建設と改革開放の前進歩調に伴って，

中国法学会と最高人民検察員の指導下で，中国犯罪学学会もかなりの発展を

成し遂げました。これから，中国犯罪学学会はこれまでと同様に犯罪被害者

援助を含む犯罪学の学術研究に高い関心を注ぎ，積極的に知的優位性を活用

して司法の実践を推し進め，法治思想と法治方法により改革を深め，発展を

推進し，矛盾を緩和させ，安定面を保護することにより，新たな貢献をする

よう推し進めます。 

最後に，今回のシンポジウムに参加してくださった指導者，専門家各位の

ご清栄とご発展をお慶び申し上げるとともに，今回のシンポジウムが円満に

いきますことをお祈り申し上げます！本日はどうもありがとうございまし

た！ 
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開会のご挨拶 

 

中国犯罪学学会名誉会長  

王 牧  

 

 尊敬する石川先生，中村先生および日本からの皆様，胡院長，専門家の皆

様，学生の皆様： 

 中国犯罪学学会，社会安全研究財団及び日中犯罪学学術交流会が主催し，

中国国家検察官学院が開催場所となる第 5 回日中犯罪学学術討論会は，本日

ここに開幕することになりました。中国犯罪学学会の名誉会長として，また

私個人といたしましても，大会の開幕を心よりお祝い申し上げます。はるば

る日本からいらっしゃった皆様及びご出席の皆様に，歓迎と感謝の意を表し

たいと存じます。そして，中国国家検察官学院が今回の討論会の開催を支援

し，お力を尽くしてくださいました点について，心から感謝申し上げます。 

 北京もいよいよ秋が深まり，空も高く天気がさわやかで，風景も壮美と言

えます。このような美しい季節に，第 5 回目となる日中犯罪学学術討論会を

北京という地で開催することができた今日という日は，決して忘れられない

一日となるでしょう。そして，今回の開催準備においては困難もありました

が，その中でもこうして開催できたことこそ大変意義があると思います。 

 日中両国には悠久の歴史と燦然と輝く文化があります。そして，その両国

の文化交流は二千年にもわたる歴史を有しております。特に学術交流は，学

術の発展に避けられないものです。交流とは，異なる意見の間で相互に啓発

し，勉強し，参考とし，影響し合うことであると考えております。交流を通

じて始めて，人々の思想は豊かになり，発展するのです。長所を取り入れる

とともに短所を補って，双方の文化の発展を促進することは，文明が発展し

ていく上で必然的な道筋であると言えます。しかも，交流者の間に差が大き
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ければ大きいほど，交流の作用は更に大きくなるものです。国家間の交流は，

異なる文化系統の交流ですので，その意義は一層大きいだろうと思います。

日中両国の犯罪学に関する学術交流は，両国の犯罪学の発展にとって，大い

に促進する役目を果たすものであると思います。 

 そのために，両国における犯罪学の学術交流が絶えず発展し，絶えず新し

い成果を取得することを心よりお祈り申し上げます。 

 今回，「日中における犯罪被害者対策」をテーマとして 2 日間討論会が行

われることになりました。犯罪被害者への支援策は，現在我が国でも急速に

進展しております。今回の討論会の目的は，日中双方の専門家の方々の検討・

交流を通じて，必ずや満足のゆく収穫が得られるものと確信しています。ま

た，相互の理解・信頼と友好も，いっそう深まるに違いないと思います。今

回の討論会において我々が皆，豊かな成果を得ることを期待しております。 

 最後に，第 5 回日中犯罪学学術討論会が成功裏に終わることをお祈り申し

上げます。また，ご出席の皆様のご健康をお祈り申し上げます。 

 ありがとうございました。 
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開会のご挨拶 

 

財団法人社会安全研究財団理事  

中村 正則  

 

ニーメン ハオ（みなさん こんにちは） 

日本国財団法人社会安全研究財団の理事の中村正則でございます。 

唯今は，尊敬する胡衛列中国犯罪学会会長並びに王牧名誉会長からご丁重

なお言葉を賜り誠にありがとうございました。光栄に存じます。 

第 5 回日中犯罪学学術シンポジウムの開催に当たり，財団を代表して一言

ご挨拶を申しあげます。 

 

まず最初に，共催団体の一つとして，本年も本シンポジウムが無事開催さ

れる運びになりましたことを，会場の皆さま方とともに喜びたいと思います。

これは，ひとえに，共催団体である中国犯罪学学会及び日中犯罪学学術交流

会の会長はじめ関係するすべての皆様のご尽力の賜物であり，心から敬意と

感謝を申し上げる次第であります。 

 

本シンポジウムは，開始以来 6 年を数えました。第 3 回は日本で行われ，

好評を博したと聞いております。 

テーマも，精神障害者と犯罪，交通犯罪，尐年非行（犯罪），薬物犯罪そ

して今回の「犯罪被害者への支援対策」と，その時々の日中双方にとって重

要な犯罪現象と対策が取り上げられ，両国における犯罪対策に関する理解が

深まりました。 

 

いかなる事象を犯罪として定義し，これにどう対処するかについては，当
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然のことながら日本と中国において相違があります。シンポジウムを重ねる

ごとに，日中双方の参加者は，制度の違いとその背景にある人間観あるいは

社会の秩序管理に関する考え方の相違を，痛切に感じてきたと思います。 

 

もとより，このシンポジウムは，日中の犯罪対策システムのどちらが優っ

ているかを競う場ではありません。互いに，その長をとり，その短を捨てる

ことを真剣に考える場でなければなりません。 

私は，本日のシンポジウムがそのような場になることを心から願うもので

あります。 

 

さて，財団法人社会安全研究財団と中国犯罪学学会は，この 6 年間の交流

を通じて，いまや好（よ）き朊友と呼んで良い関係になりました。それは，

シンポジウムの度重なる開催に加え，2008 年度から 3 カ年にわたって実施

された「日中組織犯罪共同研究」の遂行の過程で培われた信頼形成の結果で

あります。 

 

これらの交流の実行に大変な努力をされ貢献をされた中国犯罪学学会の

前会長であり名誉会長である王牧教授，そして張凌常務副会長，超国玲副会

長をはじめとする多数の研究者の誠実さと熱心さに対し改めて敬意を表した

いと思います。 

 

最後に，胡衛列会長の下に新体制となった中国犯罪学学会の今後の御発展

と本シンポジウムが日中双方にとって実り豊かなものになることを祈念して，

私の挨拶といたします。 

 

ご清聴を感謝いたします。 
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１ 中国における被害者学研究の現状と問題点及び展望 

 

中国犯罪学学会副会長 

・犯罪被害者専門委員会顧問 

趙 可 

 

Ⅰ 歴史の回顧 

 

 被害者問題は，古い歴史をもつテーマであり，人類社会の発展と変化に伴

って絶えず発展と変化を遂げてきた。犯罪という社会現象の原始形態が生じ

た時から，それの侵害対象である被害者の問題は，それに伴って産出された

のである。したがって，犯罪と被害の問題は，一定の社会形態の中で共に生

まれて共に発展する社会現象であり，それらは互いの存在を前提としており，

対立しながらも，統一する矛盾体である。犯罪がなければ，犯罪の被害者も

存在しないが，逆の場合も同じである。 

 人類が原始社会に入った時から，加害と被害はすでに一種の社会現象とな

った。当時の社会生活の中で，生存するために，人類は大自然と闘うだけで

はなく，社会の集団の間でも争いが生じた。争いの中で，被害者側はしばし

ば復讐の形態を採り加害者側に懲罰を与えた。そのため，肉親の復讐及び血

族の復讐が現れた。この種の復讐の形態は，時には加害者側の部落全体又は

部族全体の絶滅の危機をもたらした。つまり，当時の被害者又は被害者側が，

加害行為実施者に対して懲罰を与える実行者の役柄を演じていた。社会の発

展に伴って，この種の加害者側の復讐形態も絶えず変化を遂げた。そのため，

同態復讐，損害賠償などの問題解決の形態が現れた。これらの変化は，社会

の進歩及び社会の文明の要素が含まれる。しかし，被害者は依然として加害

者に対する懲罰を実施する主導的な立場に置かれていた。 
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 国家の形成及び国家権力の強化に伴って，被害者の加害者に対する懲罰権

は，国家に代替されることになった。わが国の学者である張鴻巍が言うよう

に，「被害者は犯罪者の運命を決定付けるコントロール権を徐々に失い，その

刑事司法体系における地位も着実に弱まり，被害者によって警察官，検察官，

裁判官及び執行官の複数もの役柄を重ねて演じる時代はもはや過去の事にな

りつつある。被害者と犯罪者双方の利益を最大限に制約及び維持するメカニ

ズムは徐々に解体され，そして最終的には消滅する」1。その後の数千年もの

間に，犯罪者の懲罰を中心とした刑事司法制度及びその発展史によって明ら

かに示すように，犯罪はもはや犯罪者と被害者の間の私事ではなく，国家法

律に対して蔑視と対抗するものとみなされ，社会に対する重大な損害となっ

た。そのため，犯罪に対する懲罰は，国家の責任であり，その主な目的は，

統治階級の根本利益を保護するためであり，犯罪の被害者は完全に周縁化さ

れ，彼らに残されたのは血と涙，創傷と無念だけであった。 

 被害者問題に対する研究の発展に伴い，被害者学は１つの新興学問として

誕生し，被害者問題は社会に広く注目された。学界では，被害者に関する多

くの問題に対する検討と研究が始まり，このことが国の一部の刑事立法及び

司法改革に理論的な裏づけを提供し，被害者の刑事訴訟における地位と権利，

被害者保護，損害賠償と補償等の問題が国の刑事立法及び司法改革にとって

無視できない重要な事項となったのである。20 世紀 60 年代から，関連の立

法は一部の先進国で出現し始め，国連が 1985 年に「犯罪およびパワー濫用の

被害者のための司法の基本原則宣言」を制定するに至った。このことから明

らかに示すように，犯罪被害者問題は今日の各国において普遍的に重視され

る問題となったのである。各国の刑事司法体系は絶えず整備され，被害者が

有するべき訴訟の地位及び権利は，法律によって保障され，被害者の損害は

一定の損害賠償又は補償を得られるようになり，被害者の法的援助及び社会

的救助は，国家及び社会の犯罪被害者に対する重要視と注目に具現化された。 
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Ⅱ 中国における犯罪被害者学の研究 

 

中国大陸において犯罪被害者学の研究は約 30 年の歴史がある。改革開放

以来，中国大陸の社会生活における各分野に巨大な変化が遂げられ，これと

同時に，犯罪は絶えず増加傾向を呈し，相応的に被害者問題も無視のできな

い社会問題となってきた。これもまた犯罪学研究の発展及び被害者問題に対

する思考のきっかけとなった。20 世紀 80 年代初期，史上初めて海外の被害

者学研究状況及びわが国の被害者問題に関する数十本の報告書と論文が新聞

や雑誌に掲載されたことにより，もはや中国大陸の犯罪被害者問題の研究は，

もう空白ではないことが示され（これより前に中国の台湾地域においては既

に多くの被害者学の研究成果が世に出されていた），中国大陸における犯罪被

害者問題研究の先駆けとなった。しかしながら，不完全統計によれば，この

時，被害者研究に関する 30 本余りの論文の内，4 分の 3 の論文は，刑事訴訟

法学の視点から論述されたものであり，例えば，刑事訴訟における被害者の

地位，権利及び役割などであった。一方，10 本を満たない論文のみが，被害

者学の視点から被害者問題を研究したものであって，数的には尐なかったも

のの，それらが我国の被害者学研究の初期段階の基本状況を真に代表してい

た。 

 1988 から 1989 年まで，中国大陸では 3 部の犯罪被害者学の著作が相次ぎ

世に出された。具体的には，張智輝・徐名涓編訳の『犯罪被害者学』2，趙可

主編の『被害者学』3，及び湯嘯天・任克勤編著の『刑事被害者学』4である。

これらの論著の出版は，わが国の犯罪被害者学研究の良い基礎となり，この

ことによって，世界の他国の犯罪被害者問題研究との差が徐々に縮まった。 

 20 世紀 90 年代以後，更に多くの被害者学の研究論文，訳著，著作などが

相次ぎ出版され発表された。その内，各種の雑誌，新聞に掲載された研究論

文や報告書は 160 本余りに上り，代表的な著作，訳著には，『国際範囲内の被

害者」5，『被害者心理学』6，『犯罪被害者学』7，『刑事被害者学』8などがあ
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る。上記の研究成果は，わが国の被害者学研究の更なる発展に対する推進の

役割を果たし，積極的な影響を及ぼした。 

 これと同時に，一部の犯罪学の専門著書及び各大学の犯罪学の教科書の中

で，被害者を個別の章として研究し講義を行われた。被害調査も一部の研究

者に重要視され，例えば，上海の学者は 152 件の犯罪事件の中で 210 名の被

害者に及ぶ調査研究を行った。公安部は北京，陝西両地方の一部の地域で初

めての実験的な被害調査を行った。天津，広州などの地域の犯罪調査におい

て被害者に関する多くの問題があったが，これらの問題に対して量的分析及

び研究を行った。1994 年に，国連地域間犯罪司法研究所の資金援助及び支持

の下，わが国の公安部，司法部は北京において共同で，第一回国際被害者調

査を実施した。これらの調査は，我々が被害者問題について認識し研究する

ために研究資料とデータを提供してくれたと同時に，我々が科学的な手法を

用いて被害者研究するための前例を作ってくれた。これらの調査は，範囲が

狭く，サンプルが尐なかったため，一定の局限性を有するが，わが国の被害

調査に対して積極的な影響を及ぼし，且つ強力にわが国の被害者学研究の発

展を推進したことが確かである。 

 21 世紀に突入した後，犯罪被害者学の研究分野は絶えず拡大し，暴力犯罪，

性犯罪，財産及び経済犯罪の被害者を研究する以外にも，中小学生被害者，

老人被害者，女性被害者，警察被害者，交通犯罪被害者，黒社会犯罪被害者

などまでに及んだ。同時に被害者学の理論研究のレベルもある程度向上した。

犯罪被害者の補償立法の研究及び刑事司法の中での被害者の権利及び地位，

損害賠償等の問題に関する研究にも新たな進展をもたらした。1,000 本以上

の被害者問題の研究論文は各新聞や雑誌に発表され，異なる学問と異なる視

点から被害者問題を研究する著作が出版された。例えば，『軽視される 1 つの

社会集団―犯罪被害者』9，『被害者援助論』10，『刑事被害者問題研究―訴訟

の視点からの観察』11，『刑事法治視野における被害者』12，『中小学生被害者

研究』13，『刑事被害者権益救済理論及び実務』14，『青尐年被害者援助論』15，
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『刑事被害者保護の理念，議題と傾向―広西の実証分析例』16，『相互連動す

る中での犯罪と被害―刑法分野における被害者の責任研究』17，『犯罪被害者

の権利と救済』18，『犯罪被害者及びその補償立法』19など 10 数部の著作及び

訳著があった。犯罪被害者学研究は，中国大陸において大いなる発展を遂げ，

研究チームは急速に成長したことが明らかである。 

 犯罪被害者問題が日増しに際立つに伴って，被害者保護の立法問題は我々

の研究の重要課題となってきた。2008 年中国犯罪学学会は，最高検察院の関

連部門と共同で，犯罪被害者補償立法問題に対して専門的な理論検討を行な

った。また立法提案もまとめ，且つ全人代の代表によって国家立法機関に提

出した。現在我々はこの立法の早急の公布を期待している。これと同時に，

一部の地域では，被害者救済及び援助の地方法規を制定し，実施し始めてい

る。 

 長年来，一部の学者は世界被害者学学会が開催する国際シンポジウムに数

度も出席し，他国の研究成果を勉強し，参考することによって，自分自身の

理論研究レベルを高めている。 

 

Ⅲ 問題点 

 

新しい学問としての犯罪被害者学の研究は，中国において非常に大きな発

展を遂げ，また研究者の理論研究レベルと研究能力も急速に高められてきた

が，一部の理論問題については，我々が更に理解を深め，明確にしていく必

要がある。                                                 

 

１．犯罪被害者学は，独立した学問か，それとも犯罪学の分科された学問か 

この問題は，被害者学が誕生した日から，争論性を有する問題である。被

害者学の創始者の一人であるベンジャミン・メンデルソーンはこの「被害者

学」の専門用語を提唱したのみならず，且つ被害者学とは生物，心理，社会



 

6 
 

学の１つ新しい学問であると考えた。言い換えれば，被害者学は１つの新し

い独立した学問である。被害者は犯罪被害者のみに止まらず，自然災害，戦

争などの災害被害者をも含まれる。これが我々のいう広義の被害者学である。

これに対し，被害者学の創始者の一人であるハンス･フォン・ヘンティッヒ及

び創始者の一人であるアンリ・エレンベルガーは，被害者学は犯罪被害者を

研究するものであると考え，犯罪学の１つの分科学問であると主張した。こ

れが我々のいう狭義の被害者学であり，即ち，犯罪被害者学である。明らか

に，被害者学の創始者たちは当該学問の学問性質と研究対象などの問題に相

違が存在している。しかしながら，数十年来，世界各国の被害者学の研究と

実践によって明らかに示すように，ほとんどの学者は狭義の被害者学を認め

ており，被害者学とは，主として犯罪被害者を研究する学問であると考えて

いる。 

しかし，この学問は独立した学問であるのか，それとも犯罪学の中の１つ

の分科学問であるのか？学界においてもまた 2 つの観点が現れた。 

1 つ目の観点として，それは犯罪学の中の一分科学問としており，前述し

たように，ハンス･フォン・ヘンティッヒ及びアンリ・エレンベルガーはこの

観点を持っていた。わが国の学者である郭建安は自身の著作「犯罪被害者学」

の中で，以下のように書いている。「私は，犯罪被害者学は犯罪学の 1 つの分

科学問であると考える。なぜなら，犯罪は犯罪者，被害者，犯罪行為の 3 つ

の要素から構成され，専ら犯罪を研究対象とする犯罪学の研究範囲は，当然

3 つの要素について異なる側面から行われる研究を含むべきであると考える」

20。更に多くの犯罪学者も，同じように主張しており，なぜなら彼らの著作

及び教科書の中で，犯罪被害者を犯罪学の１つの個別の章として研究を行っ

ている。 

同時に，学界にはもう 1 つの観点として，被害者学は犯罪学と並行する独

立した学問であるという観点がある。例えば，ポーランドの学者ブルノン・

ホウィストは，「犯罪学は実質上犯罪者を研究の中心としているので，被害者
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を研究していても，それは単に犯罪を引き起こす 1 つの要因として分析して

いるだけである。被害者学は，被害者を研究の中心とすべきであり，その研

究の範囲はとても犯罪学の及ぶところではない」。私は，ポーランドの学者ブ

ルノン・ホウィストの観点に賛成している。なぜなら，犯罪被害者学には自

身の独立した研究対象があるからである。犯罪被害者学は犯罪学と異なる研

究対象を有するため，我々がこの 2 つの学問を同一の矛盾の統一体より所産

した緊密な関係を持ったそれぞれ独立した学問として認識すべきである。 

 

２．被害者の被害性及び被害原因について 

これまでの犯罪被害者学の研究著書と学術資料の中で，被害者の被害性と

被害原因に関する問題は，概念上において未だ完全に明らかにされておらず，

時には両者を混同して用いることさえある。この 2 つの概念には厳格な区別

があると言わなければならない。被害者がなぜ被害を受けるのか，この問題

を研究するときに，一般的に言えば，その因果関係は十分に明確で且つ肯定

的である。犯罪者の犯罪行為が因であり，被害者の被害が果であることは疑

う余地がない。司法実務における無関係の被害者が絶対多数を占めているこ

とこそが，この種の因果関係の証である。しかし，犯罪行為と被害結果の産

出過程は，決してそんなに簡単で定義的なものではなく，それらは犯罪者と

被害者の間で連動し，また周辺環境及びその他の要因の相互影響の複雑な過

程である。こうであるからこそ，被害者学は被害者を中心として，被害者と

犯罪者の関係，被害者分類，被害性などをその重要な内容として研究を行う

のである。この意味において，我々は当然次のような問題が提起することと

なる。例えば，なぜ特定の人たち又は特定の集団が犯罪行為による被害を受

け易いのか，彼ら自身にどのような被害され易い要因が存在するのか，被害

者本人は犯罪の発生に対して責任があるか否か，などなどである。刑事司法

実践の中で，特に裁判所で犯罪事件を審理するときに，必ず被害者に対して

犯罪の発生に責任の有無又は責任の大きさを明確に調査しなければならず，
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よって犯罪者に正しく罪刑を定めるのである。ここでいう被害者の責任とは，

事実の真相を明らかに調査するためのものであって，被害者を責めるための

調査という訳ではない。つまりこれは被害者の被害性の問題に及ぶことにな

る。周知のように，「被害」という言葉自体が侵害を受けること，傷害をもた

らすことを意味しており，一方でこの種の傷害力はそれ自身に由来している

のではなくて，外力作用の直接な結果である。もし，我々が被害者の被害原

因について語るならば，総体的には犯罪行為を指している。犯罪がなければ

被害も存在しない。したがって，犯罪と被害には因果的制約性を有している。 

こうであるからこそ，被害者学は被害者自身の特殊性をその研究対象とす

べきである。この種の特殊性を理解してはじめて，なぜ特定の人又は特定の

一部の人々が，犯罪行為の侵害対象になる又はなり易いのかを深く理解でき

るのである。ここで述べているのは，正に被害者の被害性の問題である。 

被害者の被害性とは何か。日本の犯罪学者の宮沢浩一氏のいう，「被害性

とは，犯罪の過程において犯罪の発生に関係する各種条件の中で，被害者に

帰属する各種条件の総括である。これらの条件は，被害者が容易に被害を受

ける特性を反映している」。明らかに，被害性は，被害者側に存在する犯罪行

為の発生に有利に働く要素である。しかし，それは犯罪発生に有利な条件で

あって原因ではないことは明らかである。 

犯罪行為の発生は，犯罪者と被害者及びその周辺環境などの要因が相互作

用する過程であるからこそ，犯罪者と被害者の間の相互連動関係及びその置

かれた環境を研究することが，被害者学研究の必要不可欠な重要内容となっ

ている。その内，被害性の問題はこの種の相互連動関係を研究する中でも最

も主要な問題となった。 

一般的な状況において，被害性は必ずしも被害原因ではない。しかし，物

事の発展と変化は，非常に複雑なものであり，原因と条件も一旦形成すれば

不変となるのではない。時には一定の条件で，原因と条件も互いに転化する。

被害条件としての被害性は，時には自分自身が被害を受ける直接誘因になり
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うる。例えば，日常的に重大な家庭内暴力の実施者が，時には耐えられない

相手の暴力を以って暴力を加える対象となり，甚だしくは殺人犯罪を実行す

る直接誘因になりうるのである。現実の中，類似の殺人事例が多く存在する。

つまり，被害者の行為の中には，加害者が加害行為を実施することによって，

自分自身にも被害を引き起こす被害要因が存在している。このような状況に

応じて，犯罪被害者学は初めて被害原因の問題を言及したのである。 

 

３．犯罪被害者学と刑事被害者学 

これまでの被害者学の研究文献の中で，ほかにも 2 つの概念がある。つま

り，犯罪被害者学と刑事被害者学である。一般的に言えば，学者はこれに対

して比較的に明確に区別しているが，時にはこれらを混同して使う人もいる。

刑事被害者学は刑事法学の範疇に属すべきであり，それは主として刑事犯罪

の被害者及びそれの刑事訴訟における地位，権利，損害賠償，法的援助，立

法及び司法制度などを研究している。且つその中の被害者とは，既に犯罪を

構成した犯罪行為の被害者を指す。一方で，犯罪被害者学でいう犯罪は犯罪

学の中で研究している犯罪であり，つまり，広義の概念であるため，刑事被

害者を内包するすべての違法行為の被害者が含まれるのである。 

問題としているのは，両者の概念の区別ではないことを基本的に認知して

いる。問題なのは，我々の研究資料の中で，この 2 つの学問の研究対象が混

同し一緒に研究されているため，両者の区別が疎かになっていることである。

このため，犯罪被害者学は一体どのような学問体系であるべきかの問題が生

じた。当該学問の完全な学問体系をどのようにして構築すべきかが，我々の

当面の解決すべき問題である。 

 

４.被害調査について 

犯罪被害者学は，実務性の非常に強い学問である。世界各国の研究成果を

学習し，参考することは疎かにできない重要なプロセスであり，それよって
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我々の専門知識を豊富にし，我々の理論研究のレベルを高めてくれるのみな

らず，我々の視野をも広げてくれる。被害調査は被害者学研究に必要不可欠

な研究方法であり，犯罪被害者学研究の基本資料の重要な出所である。我々

は被害調査の重要性を認識し，且つ小規模の実験的調査も展開しているが，

現在のところ，当該重要な研究方法はまだ広く採用されていないため，我々

の研究は基礎の調査資料によって根拠づけられず，理論研究のレベルを高め

ることが非常に困難である。前述したように，我々は既に被害調査の面にお

いて良いスタートを切ることができたが，いまだに一定規模の大型被害調査，

例えば，一都市，若しくは一地域，又は一省，乃至全国的な被害調査はまだ

行っていない。犯罪被害者学の研究において，これは非常に大きな欠陥であ

ると言わざるを得ない。 

このような状况に影響を及ぼす要因は非常に多くあるが，いくつかの主な

要因について言及しないわけにはいかない。1 つ目は，調査資金の問題であ

る。調査には一定の資金サポートが必要であり，特に全国的な調査には大量

な人力，財力，物資力が必要である。この調査にはある程度の財力による支

えがなければ，遂行が非常に困難である。2 つ目は，現段階では，犯罪被害

者学は国家の哲学社会科学類の各学科の中で，まったく重視されていない分

野であり，甚だしくは完全に無視されている分野であると言える。これこそ

被害調査を苦しい境遇に立たされている原因である。3 つ目は，政府関連部

門，特に刑事司法関係部門の支持と協力が欠けており，官庁からの被害者統

計資料も不足している。これと同時に，被害者自身が被害調査の意義に対す

る認識も欠けており，調査の難易度を更に引き上げている。4 つ目は，専門

の被害者学研究機関及民間組織が不足しているため，上記の状況において，

被害調査業務の推進がなお非常に難しい。 

 

Ⅳ 展望 
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上記の状況からわかるように，被害者学研究はわが国において急速に発展

し，研究力が絶えず強化されて，研究成果が多くなり，研究レベルも非常に

大きく向上した。同時に大量の研究成果によって，被害者立法，法的援助，

社会救済及び被害者教育等の面に積極的な影響を及ぼしており，公衆の被害

予防意識も非常に高められた。 

如何なる学問の所産と発展にもプロセスが存在する。このプロセスの中で，

学問自身の体系は絶えず整備され，理論は絶えず革新が遂げられる。新しい

学問としての犯罪被害者学は，未来のわが国の社会科学建設の中で，必ず学

界にその重要性が認められ，最終的には，学術分野の中でのポジションを確

立するであろう。 

(1)今後，犯罪被害者学の理論研究を更に深め，被害者問題の重要性によ

って，司法部門及び更に多くの学者たちは被害者問題に注目し，且つ更に深

く思考し研究することによって，被害者学研究の理論レベルが高まっていく

であろう。これは絶えずに認識を深めさせ，徐々に進展していくプロセスで

ある。我々は，現実社会の管理革新及び社会治安の総合施策のいずれの観点

からみても，また犯罪予防及び被害予防の観点からみても，被害者学の研究

は新しい発展の歴程に向かっていくだろうと確信している。 

(2)被害者問題の重要性に対する認識の高まりに伴って，政府部門は被害

者問題に対してその重要性を必ず認識するようになる。そして，社会安定を

維持する観点から，ほかの社会弱者に対する援助と同じように，苦しい生活

境遇の犯罪被害者及びその家族に対して救済及び援助をすることによって，

彼らの心理的に負われた大きいな傷や不幸をケアしていくことが，今後現れ

うる傾向であろう。 

(3)犯罪被害者に関する保護立法が目の前に迫っており，国家立法部門は

既に被害者に関する立法，特に被害者補償立法を重視し始めた。周知のよう

に，現行のわが国の刑事訴訟法の改正は，まさに被害者問題が立法及び司法

部門に極めて重要視されていることを証明している。しかし，刑事訴訟法の
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中での一部規定だけでは，被害者問題を全面的に解決することができない。

そのため，犯罪被害者の保護的立法は立法部門がこれから直面しなければな

らない問題になるだろう。 

(4)被害者問題が益々重大化していく中で，1 つの無視できない社会的弱者

集団―被害者は社会的に広く注目され，関連の社会支援組織及び法律援助組

織も社会需要に応じて誕生するだろう。そうなると，犯罪被害者，特に暴力

犯罪によって生活が非常に苦しい境遇に立たされた救済又は心身ともに負っ

た深い傷のケアを必要とする被害者たちも，社会からの関心，協力及び尊重

を得られるはずである。 

(5)法律制度の完備及び人々の被害防止意識の向上と被害防止措置の強化

に伴って，被害予防は諸犯罪を抑止する有効な手段となり，特に被害される

前の予防措置は特に重大な意義を有する。社会の対立を緩和し，人と人の衝

突と紛糾を解決し，社会管理を革新することは，社会の安定を守り，犯罪予

防と被害低減に対して重要な役割を発揮することになるであろう。 
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２ 日本における犯罪被害者対策の推移と展望 

 

東京大学大学院法学政治学研究科教授 

川出 敏裕 

 

Ⅰ 犯罪被害者対策の歴史的展開 

 

日本において現在行われている犯罪被害者1を対象とした施策は，その内容

が多岐に渡るだけでなく，そこには，公的機関と民間組織の双方にまたがる

多様な主体が関与している。本報告では，最初に，日本の犯罪被害者対策の

歴史を振り返り，その後に，公的機関による施策と，民間組織による活動に

分けて，その内容について概観を行うことにしたい。 

日本における公的な犯罪被害者支援のさきがけといえるのは，多くの死傷

者を出した爆弾事件の発生等を契機とした，1980 年の「犯罪被害者等給付金

支給法」の制定である。しかし，その後は，犯罪被害者に対する関心は，実

務においても学界においても，必ずしも高くなかった。しかし，1995 年の地

下鉄サリン事件等をきっかけに，犯罪被害者自身が声を上げ，また，犯罪被

害者の置かれた悲惨な状況がマスメディアを通じて国民に伝えられるように

なったことにより，社会的関心が急速に高まることになる。それと並行して，

研究者グループにより，本格的な犯罪被害者の実態調査が行われ，犯罪被害

者の置かれた状況と被害者が求める支援の内容が明らかにされた2。 

 こうした中で，まず，1996 年に，警察庁により「被害者対策要綱」が制定

され，上記の実態調査等によって明らかとなった被害者の現状を踏まえて，

被害者の視点に立った各種の施策を総合的に推進するための当面の基本的方

針が示された。ついで，1999 年には，いわゆる犯罪被害者保護のための二法

（「刑事訴訟法及び検察審査会法の一部を改正する法律」及び「犯罪被害者等
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の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律（犯罪被害者保護

法）」）が成立した。それは，①性犯罪の告訴期間の撤廃，②ビデオリンク方

式による証人尋問，③証人尋問の際の証人の遮へい，④証人尋問の際の証人

への付添い，⑤被害者等3の傍聴に対する配慮，⑥被害者等による公判記録の

閲覧及び謄写，⑦公判手続における被害者等による心情その他の意見の陳述，

⑧民事上の和解を記載した公判調書に対する執行力の付与，を内容とするも

のである。翌年には，尐年法の改正により，①被害者等への審判結果等の通

知，②被害者等による審判記録の閲覧・謄写，③被害者等からの意見の聴取，

に関する規定が置かれ，尐年保護手続においても，被害者に特別な法的地位

が認められることになった。 

 そして，2004 年には，犯罪被害者等基本法が制定されることになる。同法

は，被害者が，個人の尊厳が重んぜられ，その尊厳にふさわしい処遇を保障

される権利を持つことを基本理念として掲げたうえで，国と地方公共団体及

び国民一般の責務を明らかにするとともに，例えば，被害者への情報の提供，

被害者の安全の確保，刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制

度の整備など，被害者のためにとられるべき基本的施策を定めている。それ

は，被害者に保障される具体的な権利を定めたものではないが，被害者に関

する基本理念を掲げ，被害者のための施策を国や地方公共団体が進めるべき

ことを法律上明記したことは，その後の施策を進めていくにあたって大きな

意味を持った。この基本法に基づき，2005 年に，総合的かつ長期的に講ずべ

き，被害者のための施策の大綱等を盛り込んだ「犯罪被害者等基本計画」が

閣議決定された。同計画においては，①尊厳にふさわしい処遇を権利として

保障すること，②個々の事情に応じて適切に行われること，③途切れること

なく行われること，④国民の総意を形成しながら展開されること，という 4

つの基本方針と，（a）損害回復・経済的支援等への取組，（b）精神的・身体

的被害の回復・防止への取組，（c）刑事手続への関与拡充への取組，（d）支

援等のための体制整備への取組，（e）国民の理解の増進と配慮・協力の確保
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への取組，という 5 つの重点課題が掲げられたうえで，各省庁で取り組むべ

き 250 項目を超える具体的施策が明記され，実現までの期間が示された。 

 この基本計画に基づき，刑事司法の領域においても，運用の改善が図られ

るとともに，計画の中に盛り込まれた項目を実現するものとして，2007 年に，

「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改正す

る法律」が成立した。その内容は，①被害者等が刑事裁判に参加する制度の

創設，②刑事手続において被害者等の氏名等の情報を保護するための制度の

創設，③民事訴訟におけるビデオリンク等の措置の導入，④損害賠償請求に

関し刑事手続の成果を利用する制度の創設，⑤公判記録の閲覧及び謄写の範

囲の拡大，である。さらに，2008 年には，尐年法が改正され，①被害者等に

よる尐年審判の傍聴を許すことができる制度の創設，②家庭裁判所が被害者

等に対して審判状況を説明する制度の創設，③被害者等による記録の閲覧及

び謄写の範囲の拡大，④被害者等の申出による意見の聴取の対象者の拡大，

がなされた。 

 その後，基本計画の計画期間が 2011 年 3 月末で終了するのにあわせて，

同月に，第二次犯罪被害者等基本計画が閣議決定された。同計画は，第一次

の基本計画の 4 つの基本方針と 5 つの重点課題を引き継いだうえで，第一次

基本計画の中にあった施策については，実施済みや措置済みのものを除いて，

引き続きその充実を図るとともに，犯罪被害者団体等からの要望を踏まえて

新たな施策を盛り込み，それを 5 年の期間で実施するものとしている。 

 

Ⅱ 犯罪被害者の保護と支援 

 

１．犯罪被害者に対する経済的支援の展開 

被害者は，犯罪によって，その生命，身体，財産に対する直接的な被害を

受けるだけでなく，高額な医療費の負担や収入の途絶などにより，経済的に

困窮することも尐なくない。被害者が直面しているこうした経済的困難を打
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開するため，被害者が，犯罪によって受けた損害を回復し，再び平穏な生活

を営むことができるように支援することは，日本の被害者支援の柱の 1 つで

ある。 

(1)犯罪による損害回復のための制度 

 被害者は，犯罪により被った損害について，民事手続を通じて，加害者に

賠償を求めることができる。しかし，損害賠償を求めて民事裁判を起こすこ

とは，そのための費用の出費はもとより，多大な労力と時間を要し，犯罪に

よって傷ついた被害者にとって，精神的にも経済的にも大きな負担となる。

諸外国には，付帯私訴や，刑罰としての損害賠償命令など，当該犯罪を対象

とした刑事手続の中で損害の回復を図るための制度を有しているところもあ

り，それが被害者の負担を軽減する機能をはたしている。 

 これに対し，日本では，刑事手続と民事手続は，はっきりと区別されてお

り，上記のような制度は存在していない。ただし，刑事手続を絡めるかたち

で損害の回復を図ることを目的とした制度は，いくつか存在している。 

(a)刑事和解 

 実務上，被害者との間で示談がなされているか否かが，検察官による起訴

するか否かの決定及び裁判所での量刑にあたって考慮されるため，弁護人を

通じて示談が行われることが多く，そのことが，刑事手続を通じての損害の

回復に事実上役立っている。ただし，示談というのは，法律上はあくまで裁

判外の和解でしかないから，仮に，そのための文書が作成され，それが裁判

所に提出されて，量刑資料の一つとされていたとしても，それだけでは債務

名義とはならず執行力を持たない。それゆえ，加害者が，その履行を誠実に

行わなければ，被害者としては，民事訴訟を提起したうえ，確定判決を受け

て，強制執行をせざるをえなくなる。そこで，これに対する手当てとして，

民事上の和解を記載した公判調書に対して執行力を付与する制度が設けられ

ている（犯罪被害者保護法 13 条）。 

 これは，被告人に対する公判が行われている間に，被告人（保証人も含む）



 

18 
 

と被害者との間で，当該犯罪に係る被害を含む民事上の争いについて合意が

成立した場合に，両者が共同して，刑事裁判所に対して，合意内容を公判調

書に記載するよう求めることができ，それが記載された場合には，その記載

に裁判上の和解と同一の効力を認めるというものである。この制度を利用す

れば，被害者は，示談の内容が不履行な場合に民事訴訟を提起する必要はな

くなるが，当然のことながら，この制度は，両者の合意を前提とするもので

あるから，被告人が起訴事実を争っている場合や，被告人側が示談を求めて

も被害者がそれを望まない場合には利用できないという限界がある。 

(b)被害回復給付金制度 

 刑事手続に絡めて被害者の損害回復を図るための制度としては，犯人が被

害者から得た財産を，国が犯人から没収・追徴したうえで，被害者が被った

損害の回復にあてるという制度が考えられる。この発想からできあがったの

が，被害回復給付金制度である。 

 組織的犯罪処罰法は，犯罪収益につき，広範な没収・追徴制度を定めてい

るが，犯罪収益等が犯罪被害財産4の場合には，原則としてその没収・追徴を

認めていない（13 条 2 項，16 条 1 項）。これは，没収・追徴がなされると，

その財産は国庫に帰属することになるため，被害者による損害回復が妨げら

れてしまうという理由によるものである。それゆえ，それは，元々は被害者

の保護を意図したものであったが，反面で，犯人が自主的に損害を賠償しな

い場合に，被害者が損害回復のための措置をとらないと，結局，犯罪収益が

犯人の手元に残ってしまうという結果になる。そこで，犯罪の性質に照らし

て，犯人に対する損害賠償請求権の行使が困難であるときなどには，犯罪被

害財産を没収・追徴することを認め（13 条 3 項，16 条 2 項），そのうえで，

没収・追徴した犯罪被害財産は，「犯罪被害財産等による被害回復給付金の支

給に関する法律」に基づき，被害回復給付金として被害者に支給することと

している（18 条の 2）。 

 本制度の下での給付金は，没収・追徴された財産を原資として国家が被害
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者に支給するものであって，国家が，没収・追徴という形式で，被害者に代

わって被害額に相当する金銭を加害者から取り立て，それを被害者に支払う

ものではない。申出のあった被害総額が没収・追徴した総額を上回る場合に

は，被害額に応じて原資を配分するというかたちがとられるから，支給額は

個々の被害者の被害額とは必ずしも一致せず，それを下回ることもありうる。 

(c)損害賠償命令 

 法に定められた一定の犯罪の被害者又はその一般承継人は，その犯罪に係

る刑事被告事件が係属する裁判所に対して，当該犯罪事実を原因とする不法

行為に基づく損害賠償を命じるよう申し立てることができる。その申立てが

なされた場合，刑事裁判における有罪判決の言渡し後，同一の裁判所におい

て，自動的にそのための審理が開始される。審理の結果，裁判所によって損

害賠償の命令がなされ，それに対する適法な異議の申立てがないときは，損

害賠償を命じた裁判は確定判決と同一の効力を有する。他方，被告側から適

法な異議の申立てがあるときは，民事裁判所への訴えの提起がなされたもの

とみなされ，通常の民事訴訟に移行する。 

 本制度は，犯罪によって生じた損害の賠償に関して，あくまで民事上の賠

償であるという枠組みを維持したうえで，さらに，その請求に係る審理につ

いても，刑事裁判において有罪判決が言い渡された後に損害賠償命令に関す

る審理を開始するというかたちをとることによって，それを刑事手続とは独

立したものとしている。この点で，諸外国で採用されている損害賠償命令と

も付帯私訴とも異なる。しかし，刑事事件の審理を担当し，有罪判決を下し

たのと同一の裁判所が，それに引き続いて損害賠償命令の審理を担当すると

ともに，その審理における証拠調べにおいては，最初に刑事被告事件の訴訟

記録を職権で取り調べるというかたちをとることにより，裁判所が，刑事裁

判における心証を損害賠償命令事件の審理に事実上引き継ぐことが想定され

ている。これにより，刑事手続の成果を利用して，簡易かつ迅速に，犯罪に

よって被った損害の回復を図ることが可能となっている。 
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(2)犯罪被害給付制度 

このように，被害者が犯罪によって被った損害の回復を容易にするための

いくつかの制度は存在するとはいえ，加害者側には通常資力がないために，

被害者が十分な損害賠償を受けられることはまれである。その結果，被害者

やその家族が経済的困窮に陥ることも尐なくない。そのような場合に，社会

的連帯共助の精神に基づき，被害者等に対して給付金を支給することで，そ

の精神的，経済的打撃の緩和を図り，再び平穏な生活を送れるように支援を

することを目的とするのが犯罪被害給付制度であり，現在は，「犯罪被害者等

給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」によって規律がな

されている。 

 給付金の支給要件は，人の生命・身体を害する故意による犯罪行為により，

死亡，重傷病5又は障害の結果が生じたことである。ただし，対象となる犯罪

行為は，日本国内において行われたものに限られているほか，犯罪被害者と

加害者との間に親族関係がある場合や，犯罪被害を受けたことにつき被害者

にも責めに帰すべき事由がある場合などは，給付金の全部又は一部が支給さ

れないことがある。 

 給付金には，死亡した者の遺族に対する「遺族給付金」，重傷病を負った者

に対する「重傷病給付金」，障害が残った者に対する「障害給付金」がある。

給付金は，加害者の被害者に対する損害賠償を国が肩代わりするものではな

く，法的には，一種の見舞金である。このため，支給の限度額が定まってい

る。 

 

２．刑事司法制度及び少年司法制度における犯罪被害者の地位の向上 

(1)刑事手続における犯罪被害者の法的地位 

従来，被害者は，刑事手続の当事者ではないことから，自らが被害者とな

った事件の刑事裁判に参加することはもちろん，事件の内容やその処理に関

する情報を受け取ることさえできなかった。法律上は，被害者は，単なる証
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拠方法の一つにすぎなかったのである。これは，刑罰を私的な復讐から切り

離し，公的な制裁へと純化させてきた刑事司法の歴史の一つの到達点であっ

た。しかし，被害者は，刑事手続の当事者ではなくとも，疑いなく事件の当

事者である。その地位を考慮しない刑事司法のあり方は正当なのか，そのよ

うな状況で，国民の刑事司法に対する信頼は維持できるのかという疑問が，

被害者への社会的関心が高まるとともに大きくなり，刑事手続における被害

者の法的地位の見直しが図られることになった。これに関わる問題は，大き

くは，①刑事手続における被害者の保護，②被害者に対する刑事手続に関す

る情報の提供，③刑事手続への被害者の関与，④刑事手続の中での損害の回

復，の 4 つに分けることができる。④は前述したので，ここでは，①から③

までを取り上げる。 

(a)刑事手続における被害者の保護 

（ⅰ）被害者への報復の防止  

刑事手続における被害者の保護の内容の一つは，被害者が，被疑者・被告

人の有罪を立証するための情報を提供したり，提供しようとしたりすること

により，被疑者・被告人やその周辺の者から報復ないし脅迫を受けるのを防

止することである。それに対応する実定法上の規定として，刑法の証人威迫

罪の規定（105 条の 2）があり，また，手続法上は，被告人が被害者やその親

族の身体又は財産に害を加えたり，これらの者を畏怖させる行為をしたりす

る疑いがある場合に，保釈を認めないとする規定，及び実際にそのような行

為を行った場合に，保釈を取り消す規定が置かれている（刑訴法 89 条 5 号，

96 条 4 号）。さらに，被告人及びその関係者によって，証人やその親族に対

する加害行為等がなされるおそれがあると認められる場合には，検察官が，

証人尋問に先立って弁護人に証人の氏名，住居を知る機会を与える際に，証

人等の住居，勤務先，その他通常所在する場所が特定される事項を被告人及

びその関係者に知られないようにするよう配慮を求めることができ（299 条

の 2），また，公判において，裁判長は，これらの事項に関する尋問を制限す
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ることができるとされている（295 条 2 項）。 

捜査段階については，被害者への報復を防止するための措置を定めた法規定

は存在しないが，運用上，必要に応じて，被害者の保護のための措置が講じ

られている。 

（ⅱ）第二次被害の防止 

刑事手続における被害者の保護のもう一つの内容は，刑事手続の過程で生

じうる第二次被害の防止である。この関係で特に問題となるのは，捜査段階

及び公判段階において性犯罪の被害者が受ける第二次被害であり，それを防

ぐための様々な施策が行われている。 

まず，捜査段階では，被害者の参考人としての取調べにつき，取調べの主

体，方法，場所，取調べ事実の秘匿等についての配慮が必要である。この点

に関する特別な法規定は存在していないが，とりわけ警察において，それに

配慮した様々な運用がなされている。 

他方，公判段階では，被害者が証人として尋問を受けることに伴う精神的

負担を緩和するために，様々な手段が用いられている。 

第 1 に，被害状況について公判廷で証言しなければならないことそれ自体

に伴う負担をやわらげるために，裁判所が，証人尋問中，その不安や緊張を

やわらげるために適当な者を証人に付き添わせることができる（刑訴法 157

条の 2）。 

第 2 に，公開の法廷での証言することに伴う負担の解消するための手段と

しては，公開の停止措置がありうる。裁判の公開を定めた日本国憲法 82 条

は，「公の秩序又は善良の風俗を害する虞」がある場合には，例外的に公開を

停止できるとしており（82 条 2 項），実務上は，強姦事件で姦淫時の具体的

被害状況についての供述を求める際には，それが「善良な風俗を害する虞」

があるとして，公開停止措置が取られる場合が多い。しかし，被害者の精神

的負担の軽減を直接の目的とした公開制限は認められていない。 

第 3 に，被告人の面前で証言することに伴う精神的負担がありうるが，こ
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れに関しては，被害者が，それにより被告人の面前では十分な証言ができな

いということであれば，被告人を退廷させることができる（304条の 2前段）。

ただし，被告人には，尋問の終了後に証人を反対尋問する権利が認められて

おり（同条後段），被害者が公判廷で被告人を見ないままに終わるということ

はできない。 

そこで，2000 年の刑事訴訟法改正により新たに取り入れられたのが，証人

尋問の際の遮へい措置と，ビデオリンク方式による証人尋問である。このう

ち，証人尋問の際の遮へいは，証人尋問を行う間，証人と被告人及び証人と

傍聴人を，その間に衝立などを置いて遮へいする措置である（157 条の 3）。

また，ビデオリンク方式による証人尋問は，裁判官及び訴訟関係人が証人を

尋問するために在席する場所以外の場所に証人を在席させ，映像と音声の送

受信により，相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法

によって尋問することができるとするものである（刑訴法 157 条の 4）。 

以上に述べた証人尋問に伴って生じる精神的負担とは別に，公判において

被害者の氏名が明らかにされることによってその名誉やプライバシーが害さ

れるなど，公開の法廷で事件が審理されること自体により被害者が不利益を

被る場合もある。それを避けるため，裁判所は，性犯罪事件など，被害者の

氏名や住所等の，被害者を特定させることになる事項（被害者特定事項）が

公開の法廷で明らかにされることにより，被害者の名誉又は社会生活の平穏

が著しく害されるおそれがあると認められる事件においては，被害者等から

の申出に基づき，被害者特定事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定を

することができる（刑訴法 290 条の 2）。この決定がなされた場合には，起訴

状や証拠書類の朗読は，仮名を用いる等の被害者特定事項を明らかにしない

方法で行われる（291 条 2 項，305 条 3 項）。また，裁判長は，訴訟関係人の

する尋問や陳述が，被害者特定事項にわたるときは，それを制限することが

できる（295 条 3 項）。 

(b)被害者への情報提供 
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（ⅰ）刑事司法機関からの情報提供 

自分が当事者となった事件に関する情報の提供を受けることは，被害者の

最も基本的な権利ないし利益であるとされている。事件に関する情報を知る

ことは，被害者にとって，精神的回復の第一歩となるだけでなく，再被害を

防止し，また，損害賠償請求等により犯罪による被害を回復するための前提

ともなりうるものである。 

法律上は，被害者から告訴がなされた場合に，事件処理の通知がなされる

とともに，不起訴の場合には，その理由の告知を受けることができる旨の規

定が置かれているのみであるが（刑訴法 260 条，261 条），運用上，その対象

が拡大されている。警察においては，1996 年から「被害者連絡制度」が開始

され，殺人・傷害，性犯罪などの身体犯及びひき逃げ事件や交通死亡事故な

どの重大な交通事件の被害者とその遺族に対し，刑事手続及び犯罪被害者の

ための制度の内容といった一般的な情報のほかに，当該事件につき，その捜

査の状況，被疑者の氏名や年齢，被疑者の検挙状況，逮捕された被疑者の処

分状況（送致先検察庁，起訴・不起訴等の処分の結果，起訴された裁判所）

などを，事件を担当する捜査員が連絡している。また，検察庁も，1999 年か

ら「被害者等通知制度」を実施しており，受理した事件すべてを対象に，被

害者等に対して，被疑者の氏名，事件の処理結果，起訴した場合の公判期日，

公訴事実の要旨，刑事裁判の結果のほか，不起訴の場合の主文及び理由の骨

子や，勾留，保釈等の身柄の状況等を通知している。 

さらに，判決後の矯正・保護段階においても，加害者が刑事施設で受刑し

ている場合に，その刑の執行終了予定時期，仮釈放又は刑の執行終了による

釈放及び釈放年月日を通知するものとされている。また，犯罪の動機，態様

及び加害者と被害者との関係，加害者の言動その他の言動に照らして，通知

を行うのが相当と認められるときは，これに加えて，釈放予定と予定時期，

釈放後の帰住予定地も通知の対象とされる。これは，再被害の防止を正面か

ら目的としたものである。また，2007 年からは，加害者の処遇状況に関する
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事項（加害者が収容されている刑事施設の名称及び所在地，懲役刑の作業名，

改善指導名，制限区分，優遇区分）も通知されている。 

（ⅱ）刑事記録の閲覧・謄写 

被害者が事件に関する情報を得るその他の手段としては，事件記録の閲覧

がある。まず，既に確定した事件の訴訟記録については，何人でも閲覧が可

能とされており（刑訴法 53 条），被害者も，これにより訴訟記録を閲覧でき

る。 

これに対し，いまだ事件が確定していない段階においては，係属した刑事

被告事件の終結前に，被害者等から申出があった場合には，裁判所が，当該

被告事件の訴訟記録につき，閲覧又は謄写を求める理由が正当でないと認め

る場合，及び犯罪の性質，審理の状況その他の事情を考慮して閲覧又は謄写

をさせることが相当でないと認める場合を除き，その閲覧又は謄写をさせる

ことができる（犯罪被害者保護法 3 条）。 

他方，不起訴となった事件の記録は，訴訟記録ではないため，原則として

閲覧はできない（刑訴法 47 条）。ただし，これについても，一定の要件のも

とで，検察官が，個別に被害者の閲覧・謄写を認める運用がなされている。 

（ⅲ）裁判の傍聴 

被害者が事件に関する情報を得るためのもう一つの方法は，裁判の傍聴で

ある。刑事事件を担当する裁判所の裁判長は，当該事件の被害者等から傍聴

の申出があった場合には，傍聴席の数や傍聴希望者の数等を考慮しつつ，申

出をした者が優先的に傍聴できるように配慮しなければならない（犯罪被害

者保護法 2 条）。 

(c)刑事手続への関与 

（ⅰ）捜査段階における関与 

被害者は事件の参考人として捜査に関与することになるが，より積極的な

意味を持つのは，告訴である。告訴は，被害届と同様に，捜査の端緒として

手続を開始させるきっかけとなるが，その重要な意味は，そうした積極面よ
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りも，むしろ，親告罪の場合に，被害者の意思によって処罰を断念させる効

果を持つ点にある。 

（ⅱ）公訴提起段階における関与 

日本には私人訴追制度は存在しない。また，現行法には，起訴・不起訴の

決定段階で，被害者の意見を聴くことを検察官に義務付けた規定も置かれて

いない。しかし，通常は，検察官が被害者の事情聴取を行い，それを通じて

その被害感情を把握し，それを，事件を起訴するか否かの判断にあたっての

一要素として考慮する運用がなされている。 

被害者の意思に反して不起訴処分がなされた場合に，それに対する不朋申立

手段としての機能をはたす現行法上の制度としては，付審判請求手続と検察

審査会への審査申立てがある。このうち，付審判請求手続は，公務員の職権

濫用等の罪について，告訴，告発がなされたにもかかわらず，検察官によっ

て不起訴処分がなされた場合に，告訴人，告発人の請求に基づき，裁判所が，

事件を審判に付すか否かを審理するものである（刑訴法 262 条以下）。審判に

付す旨の決定がなされた場合には，それにより当該事件につき公訴提起の効

果が生じる。 

これに対し，検察審査会は，選挙人名簿の中からくじで選ばれた審査員が，

告訴，告発，請求をした者若しくは犯罪被害者の申立てに基づき，又は職権

により，検察官の不起訴処分を審査するものである。検察審査会が起訴相当

の議決を行った事件について，検察官が再考のうえ，もう一度不起訴処分を

した場合に，検察審査会が，その不起訴処分を審査し，再度，起訴すべき旨

の議決（起訴議決）を行ったときには，裁判所によって，検察官の職務を行

う弁護士が指定され，その指定弁護士が，当該事件につき，公訴を提起する

とともに，その維持にあたることになっている。 

（ⅲ）公判段階における関与 

2000 年の刑事訴訟法の改正により，被害者による意見陳述制度が導入され

（292 条の 2），被害者は，公判で，被害に関する心情その他の被告事件に関
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する意見の陳述ができることとなった。本制度は，被害者が特別な法的地位

を持つ主体として刑事裁判に関与することを認めた点で，画期的なものであ

ったが，それは，あくまで，意見陳述という限定された場面における関与を

認めたものにとどまる。その後，2007 年の刑事訴訟法改正により，被害者に

対して，より広範な権限を認めた被害者参加制度が導入されることになった。 

 その対象となるのは，人の生命，身体又は自由を害する一定の罪の被害者

であり，その者から，裁判所に対し，被告事件の手続への参加の申出があっ

た場合に，裁判所は，犯罪の性質，被告人との関係その他の事情を考慮し，

相当と認めるときに，手続への参加を許すものとされている（316 条の 33）。 

 被害者参加人には，①公判期日等への出席（316 条の 34），②証人尋問（316

条の 36），③被告人質問（316 条の 37），④事実又は法律の適用に関する意見

の陳述（316 条の 38）の権限が認められている。このうち，②の証人尋問は，

その対象が，情状に関する事項（犯罪事実に関するものを除く）について証

人が行った供述の証明力を争うために必要な事項に限定されている。また，

③の被告人質問は，意見陳述を行うために必要である場合に行うものとされ

ている。訴因の設定権，証拠調べ請求権，上訴権などは認められていない。 

 被害者参加人は，弁護士にその権限の行使を委託することができ，弁護士

を雇うのに十分な資力がない場合には，国の費用による弁護士（被害者参加

弁護士）が選任される（犯罪被害者保護法 5 条以下）。 

（ⅳ）刑の執行段階における関与 

 刑の執行段階では，①仮釈放の審理において，申出のあった被害者等から

意見を聴取する制度（更生保護法 38 条）と，②保護観察中に，申出のあった

被害者等からその心情等を聴取して，保護観察対象者に伝達する制度（65 条）

が存在している。 

 

(2)少年保護手続における犯罪被害者の法的地位 

 尐年事件は，尐年法に基づき，特別な手続によって事件が処理される。尐
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年法の目的は，尐年の健全育成にあるから，そこに，被害者の利益の保護と

いう観点を直接に取り込むという発想は，刑事手続以上に出てきにくいもの

であった。しかし，そのような前提の下，尐年の健全育成を害さない範囲内

で，被害者の保護のための制度が導入されてきた。 

（a）情報の提供 

 警察の「被害者連絡制度」及び検察庁の「被害者等通知制度」は，尐年事

件も対象としている。ただし，尐年保護手続における秘密性の要請は捜査段

階にも及ぶため，その観点から，通知が制限される場合がある。 

 他方，審判段階では，終局決定がなされた場合に，被害者等からの申出に

基づき，家庭裁判所により，尐年の健全育成を妨げない範囲で，①尐年及び

その法定代理人の氏名及び住居，②当該決定の年月日，主文及び理由の要旨，

が通知される（尐年法 31 条の 2）。また，社会記録を除く尐年事件の記録に

ついては，審判開始決定があった事件につき，被害者等は，それを閲覧・謄

写することができる（5 条の 2）。 

 さらに，尐年審判は非公開であるが，一定の重い罪の事件であって，尐年

が行為時に 12 歳以上である場合については，家庭裁判所が，被害者等の申

出に基づき，尐年の健全な育成を害する恐れがなく相当と認められる場合に，

被害者等が尐年審判を傍聴することを認めることができる（22 条の 4）。また，

審判の傍聴とは別に，家庭裁判所は，被害者等の申出に基づき，同様の要件

のもとで，審判期日における審判の状況を説明するものとされている（22 条

の 6）。 

 審判後の段階においては，尐年が保護処分を受けている場合に，その尐年

の尐年院における処遇状況や保護観察中の処遇状況などについて，被害者等

の申出に基づき通知がなされる。 

（b）手続への関与 

被害者等から，被害に関する心情その他の事件に関する意見の陳述の申出

があったときは，裁判所がそれを聴取する（9 条の 2）。意見の聴取には，（a）
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審判廷で裁判官が行う，（b）審判廷外で裁判官が行う，（c）審判廷外で家庭

裁判所調査官が行う，という 3 つの形態がある。 

 

３．民間組織による支援 

このように，様々な場面において，警察をはじめとする公的機関による保

護と支援が行われているが，被害者のニーズに応じたきめ細かな支援を行う

ためには，公的機関による対応だけでは限界があり，民間レベルでの援助が

重要な位置を占める。 

近年における被害者問題への関心の高まりを受けて，全国で様々な組織が

できており，そこで，電話や面接での相談活動，法廷への付添い等の被害者

に対する援助活動が行われているほか，被害者支援に携わるボランティアの

養成・研修なども実施されている。また，1998 年には，全国の民間被害者援

助組織の集まりである「全国被害者支援ネットワーク」が設立され，援助者

の訓練や研修のほか，新たな支援団体の設立の促進等のための活動を行って

いる。 

 さらに，都道府県公安委員会は，一定の要件を充たした民間の被害者援助

団体を，「犯罪被害者等早期援助団体」として指定し，警察が，被害者等の同

意を得たうえで，その団体に，氏名，住所等の被害者に関する情報を提供す

ることができる。これは，被害を受けた直後は，被害者はどこに援助を求め

たらよいかわからず，支援団体側も，被害者から援助の申出がない以上，十

分な情報が得られず，積極的，効果的な対応が困難であるという状況に対応

するための制度である。 

 このように，民間レベルでも援助活動が確実に広がっているが，個々の施

策の充実とともに，被害者が，どこに行けばいかなる援助が得られるかを迅

速に知ることができることが重要である。その点からは，公私を問わず様々

な組織がネットワークを作って，情報を共有しあうことが必要である。それ

に対応する取り組みとして，被害者支援に係わる機関・団体が参加する都道
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府県レベルでの「被害者支援連絡協議会」が，現在，全都道府県で設立され

ている。構成員は，警察，検察庁，弁護士会のほか，県の担当部局，福祉機

関，医師会等である。 

 

Ⅲ 犯罪被害者対策の今後の方向性 

 

 犯罪被害者等基本法の制定と，それを受けた犯罪被害者等基本計画の実施

により，日本の犯罪被害者に関する施策は，飛躍的に進んだと評価できる。

今後数年間は，第二次基本計画に基づいた施策が進められることになるが，

第一次基本計画の実施により，大きな枠組みはできあがっており，第二次基

本計画は，従前の施策においてなお不十分な点を補充する内容や，従前の施

策を発展させる内容がほとんどである。第二次基本計画自体が，犯罪被害者

団体や犯罪被害者支援団体からの要望を踏まえて策定されたものであり，こ

れからは，被害者のニーズに応じたきめ細かい運用の改善が主たる方向とな

るであろう。 

 そうした中で，制度改正の検討が求められている数尐ない例が，犯罪被害

給付制度の見直しである。これについては，現在，内閣府の犯罪被害者等施

策推進会議の下に置かれた検討会において，既存の犯罪被害給付制度を拡充

するのか，それとも，新たな枠組みに基づく制度を創設するのかを含めて検

討が行われている。 

 

                                                           
注 
1 以下では，犯罪によって直接に被害を受けた者だけでなく，被害者の親族等を含む

意味で，「犯罪被害者」又は「被害者」という言葉を用いる。 
2 宮澤浩一ほか編『犯罪被害者の研究』（成文堂，1996 年）。 
3 刑事訴訟法，犯罪被害者保護法及び尐年法では，共通して，「被害者等」という用語

が用いられている。そこには，被害者本人のほか，被害者が死亡した場合又はその心

身に重大な故障がある場合におけるその配偶者，直系の親族若しくは兄弟姉妹が含ま

れる。 
4 犯人が，財産に対する罪等の犯罪行為により被害者から得た財産又は当該財産の保
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有若しくは処分に基づき得た財産をいう。 
5 加療 1 ヶ月以上，かつ 3 日以上の入院を伴う負傷又は疾病をいう。 
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３ 中国における犯罪被害者賠償制度の歴史と展望 

 

江西財経大学法学院副院長・教授 

黄 華生 

 

犯罪被害者損害賠償は，刑事損害賠償とも呼ばれ，犯罪侵害を受けた人が，

その受けた損害について犯罪者から獲得する賠償を指す。犯罪被害者損害賠

償は，犯罪被害者国家補償，即ち，国家が犯罪者から賠償を獲得できなかっ

た犯罪被害者に対する経済的補償とも異なり，また，国家刑事賠償，即ち，

国家が事実上無罪であったにもかかわらず司法機関の誤った勾留，処罰を受

けた人に対する経済的賠償とも異なる。損害賠償権利を有する犯罪被害者に

は，犯罪侵害を受けた自然人のほかに，法人もしくはその他の組織体も含ま

れる。また，公訴事件の被害者のほかに，自訴事件の被害者も含まれる。 

本文では，中国における犯罪被害者損害賠償制度の創設及び発展過程につ

いて整理と分析を行い，且つ当該制度の更なる完備に対して若干の提案をし

たい。 

 

Ⅰ 中国の犯罪被害者損害賠償制度の樹立 

 

古代中国では，「贖刑」と呼ばれる刑罰があり，現代の犯罪被害者損

害賠償とある程度類似するところがある。古代中国の「贖刑」とは，

犯罪者が規定に従って又は許可を得て，一定数量の金品を納めること

によって刑罰処罰を帳消しする制度である。「贖刑」は夏時代から始ま

り，秦漢時代に制度として形成し始め，隋唐時代には既に比較的に綿

密に整備され，宋元明清時代にわたってずっと用い続けられ且つ一定

の発展を遂げた。そのうち，明時代には最も綿密なものであった。し
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かし，清の末期になると，律の改正に伴い，「贖刑」は公然に「お金に

よる刑を帳消し」として批判を浴び廃止された。この「贖刑」は，現

代意義上の刑事損害賠償に比べると大きな相違があった。なぜなら，

その時代の贖金は原則的に官庁に帰属するものであり，被害者及びそ

の家族に贖金を支付する稀な場合しか，刑事損害賠償の性格を有しな

かった。 

中国における現代意味の犯罪被害者損害賠償制度は，清の封建独裁

統治が覆され，民国政府が建立された後に現れ始めた。1921 年，中華

民国の北洋政府は「刑事訴訟条例」を公布し，ドイツと日本の制度を

参考し，「犯罪によって損害を受けた者は，刑事訴訟手続において附帯

民事訴訟を提起し，被告及び民法上の賠償責任を負う者に対して，そ

の損害回復を請求することができる。」と規定していた。国民党政府が

1928 年と 1935 年に公布した「刑事訴訟法」にも，この規定を踏襲した。 

中華人民共和国の建国後，国民党統治時代の六法全書が廃止された

が，新しい刑法，刑事訴訟法などの基本法律はまだ制定されておらず，

正式な法律面での刑事損害賠償制度は 30年間もの長い間には空白状態

に陥り，一部討論中の法律草案の中でしか，刑事損害賠償に関連する

規定を見つけることができなかった。例えば，1950 年 7 月 25 日に中央

人民政府法制委員会が配布した「中華人民共和国刑法大典（草案）」の

中で，損害賠償の規定を刑罰の一種として取り入れた。1954 年に公布

した「中華人民共和国刑事訴訟法（草案）」の中で，附帯民事訴訟制度

の定めがあった。1966 年から 1976 年までの「文化大革命」の間に，法

制は更に未曾有の破壊を受け，社会管理が全面的な混乱状態に陥った。

中国が改革開放に突入する 70 年代末になって，ようやく法整備が重視

されるようになり，次第に回復し始めた。1979 年 12 月には，「中華人

民共和国刑法」と「中華人民共和国刑事訴訟法」が正式に採択され，

1980 年 1 月 1 日より施行された。1979 年の刑法は，実体法として犯罪者
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の被害者に対する損害賠償の義務を設け，同法 31 条には，「犯罪行為によっ

て被害者に経済的な損害が生じた場合には，犯罪者に対して法による刑事処

分を科するほか，状況に基づき，経済的損害の賠償を言い渡すべきである。」

と定め，32 条には，「犯罪の情状が軽微で刑罰を科する必要がない者につい

ては，刑事処分を免除することができる。ただし，事件の状況に基づき，訓

戒を与え，もしくは悔悛誓約，謝罪表明，損害賠償を命じるか，または主管

部門によって行政処罰または行政処分に付することができる。」1と定めてい

る。また，60 条には，「犯罪者が違法に得たすべての財物は，これを追徴し

または賠償を命じ，禁制品および犯罪に用いられた本人の財物は，これを没

収すべきである」と定めている2。同時に，1979 年の刑事訴訟法は，手続法

として附帯民事訴訟制度を定め，同法 53 条 1 項には，「被害者が被告人の

犯罪行為によって物質的損害を受けたときは，刑事訴訟の過程において，附

帯民事訴訟を提起する権利を有する。」と定め，54 条には，「附帯民事訴

訟は，刑事事件と合わせて審理すべし，刑事事件裁判の著しい遅延を防ぐ必

要のある場合に限り，刑事事件裁判の終了後，同一の裁判組織が引き続き附

帯民事訴訟を審理することができる。」3と定めている。これで，新しい中国

の犯罪被害者損害賠償制度が確立され，1979 年の刑法及び刑事訴訟法の上記

の規定は，中国犯罪被害者損害賠償制度の基本規範を構成した。 

中国の犯罪被害者損害賠償制度には以下のいくつかの特徴がある。 

第一に，中国の犯罪被害者損害賠償制度は実体法において，「経済的損害

賠償を言い渡す」・「損害賠償を命じる」・「追徴又は返還賠償を命じる」

の3方式がある。この3方式の異なる記述は表す意味においても違いがある。

①「経済的損害賠償を言い渡す」は，犯罪者に対して罪を決定して刑を言い

渡す場合に適用される。一般的に人身的権利が犯罪に侵害されて物質的損害

を受け，又は犯罪者に財物を毀損されて物質的損害を受けた事件で，且つ被

害者が附帯民事訴訟を請求してから初めて「言い渡す」ことができる。一方，

被害者が請求しない限り，裁判所は職権によって勝手に言い渡すことができ
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ない。②「損害賠償を命じる」は，犯罪者に対して罪を認定するが刑を免除

する場合に適用され，且つ被害者が請求する必要がなく，裁判所が職権によ

って独自に「命じる」ことができる。③「強制没収又は返還賠償を命じる」

は， 犯罪者が被害者の財産を不法に占有し処分することによって，物質的損

害をもたらした場合に適用される。一般的に財産権が侵害された犯罪事件に

適用され，且つ裁判所が独自に実施することができ，被害者の請求は必要と

しない。 

第二に，中国の犯罪被害者損害賠償は，訴訟体制において附帯民事訴訟の

モデルを採用する。現在，世界各国の犯罪被害者損害賠償の訴訟体制は，概

ね 3 つのモデルに分類できる。第一は，附帯民事訴訟モデルである。つまり，

国家司法機関が犯罪者の刑事責任を追及すると同時に，被害者によって刑事

事件を裁判する裁判所に，犯罪者に対して損害賠償の民事訴訟を提起し，犯

罪を懲罰する刑事訴訟との 2 つの訴訟を一本化するモデルである。このモデ

ルは，大陸法体系国家の常用モデルであり，ドイツ，フランス，イタリア，

オーストリア，ロシアのいずれもこのモデルを採用しており，中国もこのモ

デルを採用している。第二は，独立民事訴訟モデルである。つまり，刑事訴

訟と被害者の民事損害賠償訴訟を分けて，刑事法廷と民事法廷でそれぞれの

審理を行い，互いに独立する。このモデルは，英米法体系の国家の常用モデ

ルである。第三は，賠償命令モデルである。つまり，裁判所が刑事裁判の中

で，直接判決を下して，犯罪者は被害者に対して一定の金銭を賠償し，又は

一定の役務を提供するモデルである。賠償命令は非監禁刑罰の一種に当たり，

懲罰の性格を有する。賠償命令モデルは，最近イギリス，アメリカ，カナダ

で広がり始めたモデルである。 

中国が採用している附帯民事訴訟モデルは，以下のメリットがある。(1)

刑事と民事の 2 つの紛争を一度で解決することができ，司法関係者と被害者，

被告人，証人などのそれぞれの訴訟参加人は重複して訴訟に参加する必要が

なく，訴訟の效率を高めることができる。(2)事件の事実認定，証拠採用，法
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律適用などに対する異なる法廷の判断は矛盾する恐れを避けることができ，

紛争の低減と司法の威信に有利である。(3)被告人の被害者に対する損害賠償

の姿勢は，被告人の悔悛態度を量る重要な要素の 1 つであるので，被告人の

悔悛態度に基づいた正しい量刑に有利である。(4)被害者が法廷の刑罰裁量権

を借りて被告人との間で損害賠償問題について交渉することを可能にし，被

告人と被害者との和解の達成，積極的な損害賠償義務の履行を促すこともで

きるため，被害者の合法的権益を守ることができる。(5) 附帯民事訴訟の原

告は訴訟費用を支払う必要がないため，被害者の経済的負担を軽減すること

ができる。このように，附帯民事訴訟モデルを採用する被害者損害賠償の訴

訟体制は，中国の国情及び司法実務のニーズに合致しており，充分に肯定す

る価値を有する。 

第三に，中国の犯罪被害者損害賠償の範囲には精神的損害が含まれない。

中国刑法及び刑事訴訟法に基づき，犯罪被害者が刑事訴訟の過程で提起でき

る附帯民事損害賠償の範囲は，「経済的損害」又は「「物質的損害」に限ら

れ，精神的損害が含まれていない。「物質的損害」の線引きについて，最高

裁判所は数回の司法解釈を公布することによって明確にしている。2000 年 12

月に最高裁判所が公布した「刑事附帯民事訴訟の範囲に関する規定」の第 1

条には，「人身的権利が犯罪に侵害されて物質的損害を受け，又は犯罪者に財

物を毀損されて物質的損害を受けた場合には，附帯民事訴訟を提起すること

ができる。被害者が犯罪行為によってもたらされた精神的損害を附帯民事訴

訟で提起することに対して，裁判所はこれを受理しない。」と定めている。ま

た，第 2 条には，「被害者が犯罪行為によってもたらされた物質的損害とは，

実際の損害及び避けられない損害を指す。」と定めている。さらに，2002 年

7 月に最高裁判所が公布した「裁判所は刑事事件の被害者が提起した精神的

損害賠償の民事訴訟を受理する問題についての回答」は，「刑事事件の被害

者が被告人の犯罪行為によってもたらされた精神的損害に対して附帯民事訴

訟を提起した場合，また，当該刑事事件が審理終了後に，被害者が改めて精
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神的損害賠償の民事訴訟を提起した場合には，裁判所はこれを受理しない。」

と規定している。 

中国の附帯民事賠償は精神的損害賠償を排除する理由は，主に以下の 2 つ

の考慮によるものである。(1)犯罪者に対して罪を裁いて刑を処すること自体

は既に被害者に対する精神的な慰謝に当たるため，改めて精神的損害賠償を

与える必要がない。(2)精神的損害賠償を附帯民事訴訟の範囲に取り入れるこ

とにすれば，必ず刑事案件の審理を複雑化させてしまい，刑事訴訟の進展を

妨げることになる。しかし，今日においてこのような精神的損害賠償を排除

する伝統的な観点に対する疑問の声が既に上がっており，学界から一般民衆

までいずれの階層においても，精神的損害賠償を附帯民事賠償の範囲に取り

入れる声がますます強くなってきている。 

 

Ⅱ 中国の犯罪被害者損害賠償制度の発展 

 

中国の刑法と刑事訴訟法は，1979 年に公布された後に何回もの改正を行っ

た。その内，刑法は 1997 年に大きく改正され，刑法訴訟法は 1996 年と 2012

年の 2 回の大きな改正があったが，従来の犯罪被害者損害賠償の基本規範は

概ね変更されていない。しかし，そのために，中国の犯罪被害者損害賠償制

度は長年にわたり何の変化と進歩もないと言ってはいけない。なぜなら，中

国の刑事損害賠償制度は基本的規範が変更されない状況の下で，長年にわた

り一部の具体的な制度と実務上において積極的に進展していた。 

 

１．民事賠償責任優先原則の増設 

中国刑法は 1997 年に改正する時に，「民事賠償責任を負う犯罪者は，罰

金を同時に科され，且つその財産が全部の支払いに足りない場合，又は財産

没収に処された場合には，先に被害者に対する民事賠償責任を負うべきであ

る。」という規定を増設した。この規定は，民事賠償責任は刑事責任の履行よ

http://www.tianhuwang.com/html/tanwu/20090930165145.html
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り優先する原則を確立し，犯罪被害者損害賠償権利の実現に有利である。 

 

２．附帯民事訴訟の先行執行制度の規定 

2000 年の最高裁判所「刑事附帯民事訴訟事件の裁判に関する問題の回答」

において，「附帯民事訴訟の当事者が先行執行申請を提起する場合には，裁

判所は民事訴訟法の関連規定に基づき，先行執行又は申請却下の裁定を下す

べきである。」と規定している。この規定は，犯罪侵害を受けたことによっ

て生活が困難に直面されている被害者に対して，先行執行制度によって早期

に経済的賠償を獲得させ，速やかに医療応急治療費などの費用を支払い，被

害者の焦眉の急を解決することを可能にした。 

 

３．交通事故を引起した事件の損害賠償を罪の決定及び量刑の根拠とする 

中国刑法はこれまで「経済的損害賠償を言い渡す」，「損害賠償を命じる」，

「強制没収又は返還賠償を命じる」など 3 方式の犯罪被害者損害賠償を定め

ているが，犯罪者の賠償義務の履行状況による罪の決定と量刑に対する影響

については明確な規定を設けていなかった。最高裁判所は 2000 年の「交通事

故刑事事件の審理に関する具体的な法律適用の諸問題について最高裁判所の

解釈」の中で，刑事損害賠償と刑事責任の関連規定を創設した。当該司法解

釈は，「交通事故において以下情状の内に 1 つを該当する場合は，3 年以下の

有期懲役又は拘役に処する。……(3)公共財産又は他人の財産に対して直接損

害をもたらし，事故の全部又は主要責任を負い，支払い能力を有しない且つ

賠償金額が 30 万元以上である場合。」，「交通事故において以下の情状の内に

1 つを該当する場合は，その他の特別な悪質な情状とみなし，3 年以上 7 年以

下の有期懲役に処する。……(3)公共財産又は他人の財産に対して直接に損害

をもたらし，事故の全部又は主要責任を負い，支払い能力を有しない且つ賠

償金額が 60 万元以上である場合。」と規定している。 

上記司法解釈に基づき，交通事故を引起した事件において，加害者の被害

http://www.chinalawedu.com/web/23265/
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者に対する損害賠償の状況は直接に罪の決定と量刑に影響し，それは有罪と

無罪を区別する基準の 1 つでもあり，また量刑の法定条件の 1 つでもある。

当該司法解釈は，明らかに交通事故を引起した事件の加害者が被害者の財産

損害を積極的に賠償することを奨励する意図を有し，被害者の合法的権益の

保護に有利である。 

 

４．精神的損害賠償を排除する観点は司法実務において緩和する動きがある 

中国の刑法，刑事訴訟法及び関連の司法解釈は，被害者の精神的損害を犯罪

被害者損害賠償の範囲外に排除しているが，司法実務の中で，この観点はひ

そかに緩和する動きが出始めている。司法実務において，一部の刑事事件で

は精神的慰謝の性格を有する死亡賠償金の判决が既に出ている。主に以下の

2 つのケースがある。 

(1)交通事故引起す事件を例外として処理する。裁判所は交通事故引起す事件

を審理する中で，被害者の親族が附帯民事訴訟で提起した死亡賠償金訴訟請

求については，原則的に支持する判決を言い渡すことになり，この死亡賠償

金こそ精神的慰謝の性格を有するものである。裁判所が交通事故引起す事件

で死亡賠償金の判決を踏み切ったのは，おそらく交通事故引起す罪の犯罪者

は一般的に経済的な賠償能力が比較的に高いこと及び一般的に保険会社が賠

償請求に応じることに関係している。しかし，いずれにしてもこのような交

通事故引起す事件に対する特別な処理方法は，附帯民事訴訟の「精神的損害

賠償の禁止令」に対する突破口と言えよう。 

(2)一部の裁判所は附帯民事訴訟事件を裁判する際に，死亡賠償金の性格を精

神的慰謝料ではなく，財産損害賠償として理解することによって，最高裁判

所が 2000 年 12 月に発布した「刑事附帯民事訴訟の範囲に関する規定」の附

帯民事訴訟の精神的損害賠償を支持しない旨の規定との抵触を避け，人を死

なせた犯罪者に対して死亡賠償金の判決を下している。例えば，重慶市第二

裁判所の孫啓福裁判官は全国 13 の裁判所から 2007 年 10 月から 2009 年 1 月
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の間に結審した死亡賠償金に関する事件それぞれ 1 件を抽出した結果，6 件

は死亡賠償金の請求を支持しなかったが，ほかの 7 件は支持であった4。 

 

５．附帯民事賠償義務の履行状況を減刑・仮釈放と連動させる行刑システム

を確立した 

最高裁判所が 2011 年 11 月公布し 2012 年 7 月 1 日より施行した「減刑・

仮釈放事件の処理に関する具体的な適用法律の諸問題についての規定」は，

「犯罪者が積極的に財産刑の判決を執行しまたは附帯民事賠償の義務履行す

る場合は，罪への悔悛とみなし，減刑・仮釈放の際に寛大な措置を取ること

ができる。一方，執行または履行能力があるにもかかわらず，執行または履

行しない場合は，減刑・仮釈放の際に，厳しい措置を取るべきである。」と

定めている。これは犯罪者の附帯民事賠償義務の履行状況を減刑・仮釈放の

処遇措置と関連付けることによって，被害者に対する損害賠償義務を履行す

る圧力と原動力を増大させ，附帯民事訴訟判决の履行に有利である。 

 

６．附帯民事訴訟調停制度と刑事和解制度を増設し，犯罪被害者の損害賠償

権の保護を強化する 

附帯民事訴訟事件に対して調停できるかについて，中国の刑事訴訟法には

これまで規定を設けていなかったが，2012 年の改正刑事訴訟法は，裁判所が

調停の方式で附帯民事訴訟案件を審理することができる規定を増設した。同

法 101 条は，「裁判所は附帯民事訴訟事件を裁判審理する際に，調停を行うこ

とができ，又は物質的損害状況に基づき，判决，裁定を下すことができる。」

と定めている。 

中国において，2012 年の刑事訴訟法改正までには，法律上において

公訴事件の刑事和解制度が存在しなかったが，実務において全国の司

法機関は 21 世紀初めから，公訴刑事事件の中で犯罪容疑者，被告人が

被害者と和解することを模索し始めた。当事者の間で和解が成立した



 

41 
 

場合は，一般的に司法機関が犯罪容疑者，被告人に比較的寛大な処分

を下すことになる。この模索に示すように，刑事和解制度は被害者の損

害賠償権の保護に有利であり，良好な効果がある。北京市朝陽区検察院は

2002 年に行った調査によると，裁判所が軽傷害罪事件に下した判決の附帯民

事賠償の平均額は 6,300 元であったのに対し，被害者が加害者と和解協議を

合意した後に獲得した賠償金の平均額は 2 万元弱であった5。2012 年の刑事

訴訟法には，刑事和解の実務経験を検証したうえで，公诉事件の刑事和解制

度を独立の章として増設した。2012 年刑事訴訟法の 277 条には，「下記の公

诉事件は，犯罪容疑者，被告人が誠実に罪を悔悛し，被害者に対して損害賠

償，謝罪などを通じて被害者の許しを得て，被害者が自らの意志で和解をす

る場合，双方当事者は和解することができる。即ち，(1)民事紛争によって刑

法分則第四章，第五章の規定に違反する疑いがあり，3 年以下の有期懲役に

処される可能性がある場合。(2)汚職犯罪以外の 7 年以下の有期懲役に処され

る可能性のある過失犯罪事件。ただし，犯罪容疑者・被告人が 5 年以内に故

意犯罪があった場合は，この規定に適用しない」と定めている。また，279

条には，「和解協議が成立した事件について，公安機関は検察院に対して寛大

処置の意見を提出することができる。検察院も裁判所に対して寛大処置の意

見を提出することができるが，犯罪情状が軽微であって，刑罰する必要がな

い場合，不起訴の決定を下すことができる。裁判所は法に従って被告人に対

して寛大に処罰することができる。」と定めている。 

上記の規定に基づけば，犯罪被害者は被告人と附帯民事訴訟のみについて

調停を行うこともでき，又は犯罪容疑者，被告人と刑事訴訟について和解す

ることもできる。新たに増設した附帯民事訴訟調停制度と刑事和解制度は，

犯罪被害者が訴訟の過程において自らの合法的権益を最大限に主張すること

ができ，合理的損害賠償を獲得するために良い方法を提供してくれた。 

 

Ⅲ 中国の犯罪被害者損害賠償制度の展望 
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今後の展望として，中国の犯罪被害者損害賠償制度はなお以下の面におい

て補完していく必要がある。 

 

１．精神的損害賠償を附帯民事訴訟の範囲内に取り入れる 

中国の現行刑法，刑事訴訟法及び関連の司法解釈は，犯罪被害者の精神的

損害を賠償範囲外に排除しており，このことは明らかに下記 3 つの弊害と欠

陥がある。(1)「損害があれば必ず救済がある」という法理に反し，犯罪被害

者合法的権益の保護に不利である。(2)中国の民事法律規定とは矛盾が生じる。

例えば，中国の権利侵害責任法は，「他人の人身的権益を侵害し，他人に重

大な精神的損害をもたらした場合，侵害された側は精神的損害賠償を請求す

ることができる。」と定めている。民事裁判の実務でも精神的損害賠償に支持

する立場を取っている。(3)論理上において理不尽な結論をもたらす。中国の

現行法律の規定に基づけば，一般の状況において，精神的損害をもたらす権

利侵害行為が重大であればあるほど，精神的損害賠償責任も重くなる。しか

し，その重大さが犯罪となる程度になれば，却って如何なる精神的損害賠償

責任をも負わなくなる。これは論理上において非常に理不尽である。 

上記の不合理な規定に対して，中国では既に多くの学者が精神的損害賠償を

附帯民事訴訟の範囲に取り入れようとする改革の意見を提起している。筆者

の考えでは，この面の改革は必ず行わなければならず，問題なのは改革をど

う前進させるかである。筆者は理想と現実の観点を考え，下記の「2 ステッ

プ」改革案を提案する。(1)第 1 ステップは，局部の改革である。即ち，比較

的簡単な改革措置をとる。つまり，司法解釈を公布することによって，実務

の中で起きた主な問題を先に解決し，出来だけ早期に実績効果を作る。現在，

実務の中で起きた主な問題は，犯罪被害者及び近親族が附帯民事訴訟におい

て提出した死亡賠償金及び傷害金はなかなか裁判所の支持を得られないこと

に対して，被害者側からは強い不満を見せているとのことであるので，最高
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裁判所が司法解釈を公布し，死亡賠償金を刑事事件の被害者損害賠償の範囲

に取り入れることを提案したい。今まで最高裁判所がこの問題に対する解釈

意見は前後一貫しておらず，やや混乱している。実際，2003 年最高裁判所の

「人身的損害賠償事件の審理に関する法律適用の諸問題についての解釈」で

は既に死亡賠償金と傷害賠償金の性格を精神的慰謝料ではなく，財産的損害

賠償金として解釈されていた。このような解釈は，死亡賠償金，傷害賠償金

を附帯民事訴訟の請求範囲に取り入れることに有利であり，実際においても

一部の裁判所がこのように処理していた。しかし，2006 年 11 月に最高裁判

所は前記の解釈に反して，「当面の刑事裁判における重点に置くべき業務項目

について——第 5 回全国刑事裁判業務会議において最高裁判所姜興長副所長の

総括報告(抄録)」を公表した。この中で「死亡補償金は裁判所が賠償額を決

める判決の根拠としない」ことを明確にした。法理上から言えば，これは単

なる一幹部の話であって正式な司法解釈ではなく，法的効力がないが，2003

年最高裁判所の「人身的損害賠償事件の審理に関する法律適用の諸問題につ

いての解釈」を否定してはならない。しかし，現在の中国で横行する「上官

の意見を無条件で従おう」気風の下で，これは司法機関の裁判業務に対して，

確実に大きな混乱をもたらすことになる。筆者は最高裁判所が出来るだけ早

期に新しい司法解釈を公布し，附帯民事訴訟での死亡賠償金，傷害賠償金の

賠償を請求できるように明確に規定することを提案したい。(2)第２ステップ

は根本的な改革である。即ち，将来，国は条件が整ったと認めた時，刑法及

び刑事訴訟法を改正し，犯罪被害者に精神的損害賠償請求権を明確に与える。 

 

２．犯罪者の被害者に対する損害賠償を法定の量刑情状として規定する 

犯罪者が犯行後に被害者の損害を賠償することは，当然刑法上の重要な情

状とされるべきである。伝統的な刑法原理からみれば，犯罪者が積極的に被

害者の損害を賠償すれば，その犯罪の社会的危害を低減することができ，同

時にその主観悪性が比較的小さいことも反映される。したがって，このよう
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な犯罪者に対して寛大に処罰することは刑罰の公平に合致する。また，今世

界的に盛んでいる修復的司法の理念からみれば，犯罪者が積極的に被害者の

損害を賠償することは，被害者の通常生活の回復に有利であり，同時に犯罪

者も被害者の許しを得ることによって，社会に受け入れられ，順調に社会復

帰できるので，被害者の損害を積極的に賠償する犯罪者に対して寛大に処罰

することは，対立を解き，通常の社会的関係を修復する修復的司法の目的に

も合致する。行為心理学の観点から見れば，刑法において犯罪者が被害者の

損害を賠償することによってより軽い刑罰にされることを明確に規定するこ

とになれば，犯罪者の被害者に対する損害賠償の行動力を引き出すことに有

利である。 

残念ながら，中国の現行刑法には犯罪者の被害者に対する損害賠償を法定

の量刑情状として規定されていない。2000 年に最高裁判所の「刑事附帯民事

訴訟の範囲に関する規定」の第 4 条には，「被告人が既に被害者の物質的損

害を賠償した場合，裁判所は量刑情状として考慮することができる。」と規

定しているが，これは単なる適度に考慮する量刑情状である。また，2000 年

の最高裁判所「交通事故刑事事件の審理に関する具体的な法律適用の諸問題

についての最高裁判所の解釈」には，事故を引起した者の損害賠償を罪の決

定及び量刑の重要な情状と規定しているが，これは交通事故事件に限られて

おり，適用する範囲は非常に限定的である。さらに，2012 年の刑事訴訟法に

は，刑事和解を寛大する情状と規定しているが，これは単に原則的な規定で

あり，具体的にどのように寛大に処罰するのかは明確にされていない6。 

以上の考えをまとめると，将来，刑法を改正する際に，刑法の総則の中に，

「犯罪者は犯行後に被害者の損害を有効的に賠償し，又は被害者側と和解を

達成した場合は，処罰を軽くし又は軽減することができる。犯罪が軽微の場

合は，処罰を免除することができる」と規定することを筆者は提案したい。 

 

３．重大な被害を受けたにもかかわらず，有効な賠償を獲得できない犯罪被
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害者に対して国家補償を実施する 

中国では，非常に多くの犯罪被害者が直面する苦境は，「法律の略式伝票」

の現象が横行することである。司法実務において，約 80%以上の被害者は被

告人から経済的賠償を得られず，被告人が重刑に処される刑事事件の場合は

なおさらである7。その原因は，一部の犯罪者が被害者への損害賠償に消極的

であるほかに，もう 1 つの重要な原因は，賠償義務を負う多くの犯罪者は賠

償能力を持っていないことである。この状況に直面している中国は，ニュー

ジランド，イギリス，ドイツ，フランス，日本，韓国などの国々及びわが国

の香港，台湾地域の関連法律制度を参考し，重大な侵害を受けた犯罪被害者

に対して国家補償を実施する必要がある。2009 年 3 月に，中央政法委員会，

最高裁判所，最高検察院，公安部，厚生部，司法部，人力資源及び社会保障

部，財政部などの 8 つの中央省庁は合同で「刑事被害者救助業務の展開に関

する諸意見」を発布し，これよって全国において犯罪被害者の国家救助業務

の試みが始まった。指摘すべきことは，現在この業務は単に国家政策の文書

に駆動されて試験拠点でしか行なわれないものであり，法律制度として形成

されたわけではない。基本的には特殊事項に対する特別処理であり，実際に

救済された者は極尐数の生活が困難な被害者のみである。筆者は，できるだ

け早期に「犯罪被害者国家補償法」を制定し，犯罪者から有効な賠償を得ら

れない重傷・死亡の犯罪被害者又はその近親族に対して国家補償を実施する

ことを提案する。こうすれば，犯罪者被害者の損害賠償権を確実に保障する

ことができる。 

 

                                                           

注 

1 1979 年刑法 31 条，32 条の条文番号は 1997 年の改正刑法の中でそれぞれ 36 条と

37 条となった。 

2 1979 年刑法 60 条の条文番号は 1997 年の改正刑法の中で 64 条となり，同時に同条

文に「被害者の合法的財産に対しては，速やかに返還すべきである。」と増設した。 
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3 1979 年刑事訴訟法 53 条，54 条の条文番号は 1996 年の改正刑事訴訟法の中でそれ

ぞれ 77 条と 78 条となり，さらに 2012 年の改正刑事訴訟法の中でそれぞれ 99 条と

102 条となった。 

4 孫启福「死亡賠償制度的嬗変及反思」『西南政法大学学報』2010 年第 2 期・91 頁を

参照。 

5 崔麗「北京朝陽検察院拡大軽傷害案件不起訴範囲」『中国青年報』2002 年 12 月 26

日。 

6 刑事訴訟法は手続法として，一般的に具体的な刑事実体法の内容を規定することが

できない。 

7 孫謙「建立刑事被害人国家補償制度的実践意义及其理論基礎」『人民検察』2006 年

第 17 期・7 頁を参照。 
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４  日 本 警 察 に お け る 犯 罪 被 害 者 支 援 の 現 状 と 課 題  

 

警察庁長官官房給与厚生課犯罪被害者支援室長 

滝澤 依子  

 

Ⅰ はじめに 

 

 日本警察は，1981 年より施行されている犯罪被害給付制度を所管している

ほか，1996 年には警察庁次長通達である「被害者対策要綱」を全国警察に発

出し，総合的な犯罪被害者支援を開始するなど，日本社会における犯罪被害

者支援に関して重要な役割を果たしてきた。 

 これは，日本警察が，その存立目的を「個人の権利と自由の保護」として

いるところによっている1。警察は，犯罪の予防，捜査等様々な活動を行うが，

犯罪被害者等2について被害からの回復や再被害の防止を図ることは，警察に

とって重要な業務の一つである。警察は，犯罪被害者等に最初に接する機関

であり，最も身近な立場で支援することが求められている。 

 現在，警察庁には犯罪被害者支援室が設置されているほか，各都道府県警

察にも犯罪被害者支援室が置かれ，業務に当たっている。また，推進すべき

施策について，5 年間の実施期間を有する「犯罪被害者支援要綱」，各年度

ごとの具体的推進事項に関する「犯罪被害者支援推進計画」を定め，組織的，

計画的な推進に当たっている。 

 日本警察が犯罪被害者支援として推進している施策は多岐にわたるが，次

の項目に関し主要なものについて紹介することとしたい。 

 （１）犯罪被害者に対する情報の提供 

 （２）犯罪被害者に対する経済的支援 

 （３）相談・カウンセリング体制の整備 
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 （４）犯罪被害者の安全の確保 

 （５）犯罪被害者の負担軽減 

 （６）犯罪被害者を支える社会的気運の醸成 

 （７）関係機関・団体との連携 

 なお，本稿中，意見にわたる部分は私見である。 

 

Ⅱ 犯罪被害者に対する情報の提供 

 

 突然，犯罪被害に遭遇した犯罪被害者等にとって，通常，刑事手続は不案

内なものであるし，犯罪被害者支援に係る各種施策についても必ずしも一般

的に知られているものではない。また，加害者は見つかったのかなど，捜査

状況に関する情報についても，ニーズは非常に高い。 

 日本警察においては，1996 年に「被害者連絡制度」を設けている。これは，

犯罪被害者等に対して，捜査状況等についての連絡を行うものである。具体

的には，身体犯や重大な交通事故事件等について，事件担当捜査員から，刑

事手続，犯罪被害者等の支援のための制度，捜査状況，検挙状況等について

連絡を行うこととするものである。例えば，捜査状況については，犯罪被害

者が亡くなった事件について被疑者が未検挙である場合，届け出受理からお

おむね 2 ヶ月，6 か月及び 1 年の経過した時点で捜査状況について連絡を行

い，以後は尐なくとも 1 年に 1 度は連絡することとなっている。 

 また，被害者連絡など，刑事手続や犯罪被害者支援のための各種制度につ

いて説明する際に，より理解しやすいものとするため，各都道府県警察にお

いて「被害者の手引」と題するパンフレットを作成している。刑事手続の概

要，刑事手続内において犯罪被害者等に依頼しなければならないこと，警察

が行う犯罪被害者支援の制度，民事上の損害賠償請求等に関する説明，民間

の被害者支援団体の紹介，市町村などの相談窓口の紹介等について，各都道

府県の実情に応じて記載されており，図表を使用するなど，事後に読み直し
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ても理解しやすい内容となっている。また，多くの都道府県警察で，英語版，

中国語版等を用意するなど，外国人の犯罪被害者への配意にも努めている。 

 

Ⅲ 犯罪被害者等に対する経済的支援 

 

（１）犯罪被害給付制度 

 ア 制度の趣旨等 

 犯罪被害給付制度は，故意の犯罪行為により不慮の死亡，重傷病又は障害

という重大な被害を受けたにもかかわらず，公的救済や損害賠償を得られな

い犯罪被害者等に対し，社会の連帯共助の精神に基づき，国が一定の給付金

を支給し，その被害の早期の軽減を図るとともに，犯罪被害者等が再び平穏

な生活を営むことができるようにすることを目的としている。 

 1981 年の制度発足の後，2001 年に，犯罪被害者等が置かれる苦しい立場

への社会的関心の高まり等を受けて支給対象の拡大等を行い，2008 年には，

犯罪被害者等基本法を受けて実施された政府の検討会における提言を踏まえ，

給付金の引き上げにつながる制度改正を行うなど，制度の拡充に努めてきて

いる。 

 なお，給付金は国費の一般財源で賄われている。 

 イ 制度の概要 

①対象となる犯罪被害 

 本制度の給付金の支給対象となる犯罪被害は，日本国内又は日本国外にあ

る日本船舶もしくは日本航空機内において行われた人の生命又は身体を害す

る罪に当たる犯罪行為(過失犯を除く。）による死亡，重傷病又は障害であり，

緊急避難による行為，心神喪失者又は刑事未成年者の行為であるために刑法

上加害者が罰せられない場合も対象に含まれる。 

②給付金の種類と額 

 犯罪被害者等給付金には，遺族給付金，障害給付金及び重傷病給付金の 3
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種類の類型があり，いずれも一時金として支給される。 

（ア）遺族給付金 

 遺族給付金は，犯罪被害により亡くなった方の遺族に支給されるもので，

支給を受けることができる遺族は，①犯罪被害者の配偶者，②犯罪被害者の

収入によって生計を維持していた犯罪被害者の子，父母，孫，祖父母，兄弟

姉妹，③②には該当しない犯罪被害者の子，父母，孫，祖父母，兄弟姉妹の

いずれかに該当する者であって，①から③の順序で順位がついている。例え

ば，犯罪被害者に配偶者があった場合には，配偶者のみが支給を受けること

ができる遺族となる。 

 給付金額は，亡くなった犯罪被害者の収入日額をもとに算出した遺族給付

基礎額に，当該犯罪被害者が生計を維持していた遺族の人数に応じた倍数を

掛けて算出する。遺族給付基礎額については，亡くなった犯罪被害者の年齢

に応じた最高額と最低額が定められており，たとえ収入がなかった犯罪被害

者であったとしても，一定額の給付の対象となる。制度上，最高支給額は約

3,000 万円となる。 

 なお，犯罪被害による死亡の前に療養を要した場合は，その負傷又は疾病

から 1 年間における保険診療による医療費の自己負担分と休業損害を考慮し

た額の合算額を，120 万円の限度として加算することとなる。 

（イ）障害給付金 

 障害給付金は，犯罪被害により障害が残った方本人に支給されるもので，

障害を負った犯罪被害者の収入日額をもとに算出した障害給付基礎額に，障

害の程度に応じた倍数を掛けて算出する。障害給付基礎額についても，遺族

給付基礎額と同様に，年齢層に応じた最高額と最低額が定められている。障

害の程度は，常時介護を要するような非常に重い障害から，例えば，「局部

に神経症状を残すもの」というようなものまで幅広く含んでいる。制度上，

最高支給額は約 4,000 万円となる。 

（ウ）重傷病給付金 
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 重傷病給付金は，犯罪行為により重傷病を負った方本人に支給されるもの

である。ここでいう重傷病は，加療 1 か月以上かつ入院 3 日以上を要する負

傷又は疾病をいうが，精神疾患については，入院するケースがまれであるこ

とを踏まえ，加療 1 か月以上かつその症状の程度が 3 日以上労務に朋するこ

とができない程度であることを要件としている。重傷病給付金は，重傷病を

負った時から 1 年間における保険診療による医療費の自己負担分3と休業損

害を考慮した額を支給することとされている。上限額については 120 万円と

定められている。 

 

 給付金の支給を受けようとする者は，住所地の都道府県公安委員会に申請

することとなり，都道府県公安委員会における裁定を経て，支給を受けるこ

ととなる。都道府県公安委員会の裁定に不朋がある場合には，国家公安委員

会に対して審査請求をすることができる。 

 なお，犯罪被害者と加害者との間に親族関係があるとき，犯罪被害者が犯

罪行為を誘発するなど犯罪被害者にもその責めに帰すべき行為があったとき

などには，犯罪被害者等給付金の全部または一部が支払われないことがある。

例えば，犯罪被害について，犯罪被害者に過度の暴行又は脅迫，重大な侮辱

行為等当該犯罪行為を誘発する行為があったときは，給付金は支給されない。 

 また，加害者から損害賠償を受け取ったり，労働者災害補償保険制度4，自

動車損害賠償責任保険制度5などの他の仕組みによる補償を受けた場合には，

その限度で犯罪被害者等給付金は支払われない。 

 ウ 運用状況 

 犯罪被害者等給付金の支給申請及び裁定については，制度発足直後の 1982

年度は，申請者数（被害者数ベース）211 人，裁定総額約 4 億 9300 万円で

あったが，2011 年度は，申請者数（被害者数ベース）652 人，裁定総額約

20 億 6500 万円となっている。 

（２）公益財団法人犯罪被害救援基金による経済的支援 
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 犯罪被害給付制度発足の際，犯罪によって父母などの保護者を失った犯罪

被害者遺児については，別途，経済的な修学援助が必要であるとの議論があ

った。1980 年の犯罪被害者等給付金支給法の制定の際には，衆議院及び参議

院で，「本法施行前に犯罪被害を受けた者及びその遺族の救済については，

別途，被害者の扶養に係る児童・生徒に対する奨学金制度の実現などにつき

検討すること。」との附帯決議がなされている。 

 こうした情勢を踏まえ，1981 年，国庫によらず，広く国民の浄財を募り，

財団法人犯罪被害救援基金が発足した（2011 年に公益財団法人犯罪被害救援

基金となっている。）。同基金は，主な事業として，犯罪行為により不慮の

死を遂げ，又は重傷害を受けた子弟のうち，経済的理由により修学が困難な

者に対する奨学金・学用品費の給与を行っており，例えば，小学生に対して

は，入学一時金として 7 万円，奨学金給与月額として 1 万円を給付している。 

 このほか，2008 年度からは，加害者による賠償も得られず，公的な救済制

度についても対象外となり，生活が著しく困窮している犯罪被害者等に対し

て，支援金を支給する事業も実施されている。 

（３）その他の経済的支援 

 各都道府県警察において，性犯罪被害者の緊急避妊の費用，司法解剖後の

遺体搬送費，遺体修復費，参考人旅費等を措置し，犯罪被害者等の経済的負

担の軽減に努めている。 

 

Ⅳ 相談・カウンセリング体制の整備 

 

（１）各種相談窓口の設置 

  一般の方が，犯罪に遭遇するなどした場合，どのような手段を執ることが

できるのか，とまどう場合も多く，まず相談できる窓口が必要となる。 

 警察では，住民からの様々な相談や要望に応じる窓口として，警察総合相

談室を設置するとともに，全国統一番号（♯９１１０）の相談専用電話で，
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各都道府県警察の警察総合相談室につながるようにしている。この総合相談

窓口では，犯罪被害に関する相談のほか，防犯に関する相談等も受け付けて

いる。また，警察だけでは対応しきれないものについては，他の適切な機関

を紹介するなどして，相談者の問題解決を図っている。 

 こうした総合的な相談窓口に加え，犯罪被害者等のニーズに応じて，性犯

罪相談，尐年相談，消費者被害相談等の個別の相談窓口も設けている。 

（２）カウンセリング体制の整備 

 犯罪被害者等は，直接的な被害に加え，精神的被害を被ることも多い。眠

れない，食事が取れない，自分を責めてしまう，何もやる気が起きない，い

つの間にか涙ぐんでしまうといった反応は多くの犯罪被害者等に見られるも

のであり，さらには，PTSD となり，強い不安感に襲われる，被害にあった

場所に行くことができない，被害に遭った時と同様な状況でパニック症状が

出る，ふとした時に被害の記憶が鮮明に蘇る（フラッシュバック）などの症

状があらわれ，日常生活や社会生活に大きな支障が出ることも尐なくない。

このため，こうした精神的な被害についての専門家から早期にカウンセリン

グを受けることで，被害を緩和させることが求められている。 

 各都道府県警察では，臨床心理士資格を持つ者を含め，カウンセリングに

関する専門的知識や技術を有する職員を配置し，犯罪被害者等の精神的被害

回復に努めている。また，部外の精神科医等を委嘱し，犯罪被害者等がカウ

ンセリングを受けることができるよう配意している。 

 また，各都道府県警察における犯罪被害者等へのカウンセリングが一層効

果的に実施されるよう指導，調整を行うポストとして，警察庁犯罪被害者支

援室に，臨床心理士資格を持つ者を配置したカウンセリング指導係を置いて

いる。 

 

Ⅴ 犯罪被害者等の安全の確保 
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 犯罪被害者等は，加害者から再び危害を加えられるのではないかという不

安を感じていることも多く，再被害を防ぐことは，警察の重要な責務となっ

ている。 

 警察においては，再被害のおそれがあると認められる犯罪被害者等につい

て，「再被害防止対象者」として指定し，自宅や職場周辺のパトロール，緊

急通報装置の貸し出しなど警戒措置を実施するとともに，自主警戒指導等を

行っている。また，刑務所などの矯正機関との連携を密にし，再被害防止に

取り組んでいる。 

 

Ⅵ 犯罪被害者等の負担軽減 

 

 警察における捜査の過程では，犯罪被害者等から，様々な事項について聴

取する必要があるが，これらは，事件のことを思い出させるなどの負担をか

けることになり，さらに警察職員の言動によっては，犯罪被害者等を傷つけ，

二次的被害を与えてしまうことになりかねない。このため，各種の犯罪被害

者等の負担軽減のための措置をとっている。 

（１）研修の実施 

 日本警察においては，すべての警察官が，採用時，昇任時などに，比較的

長期の集中的な研修を受けるほか，性犯罪や交通事故事件捜査など各専門分

野に特化した研修も行われる。その際に，犯罪被害者支援は重要な研修項目

となっており，犯罪被害者支援の意義などに関する授業のほか，具体的事例

を踏まえたロールプレイ方式の実習や犯罪被害者による講演を組み込むなど，

犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための研修の充実を図っている。 

（２）施設等の改善 

 かつては，警察署において，犯罪被害者等から事情を聴くに当たり，空い

ている取調室を使ったり，多くの職員がいる事務室を使ったりしていたこと

があり，「まるで加害者扱いされているようだ」「多くの人が自分の話を聞
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いているようで落ち着かない」などの指摘を受けていたところである。現在

は，すべての警察署において照明や内装を改善した被害者専用の事情聴取室

を備えており，落ち着いた環境で話を聞くことができる。 

 また，比較的大型で一見して警察車両とは分からない被害者支援用の車両

も装備している。窓にカーテンが備え付けられ周囲の目を気にすることなく

移動ができるほか，車内で簡単な聴取もできるようになっており，犯罪被害

者等を警察署，病院，検察庁などへ案内する場合等に使用している。 

（３）指定被害者支援要員制度 

 犯罪被害の早期軽減のためには，被害直後から犯罪被害者等の直面する

様々な問題に対応する危機介入を適切に行うことが重要である。このため，

警察において，捜査担当者とは別に，指定被害者支援要員を運用し，危機介

入を適切に実施できる体制を確保している。 

 各都道府県警察において，あらかじめ，指定被害者支援要員を指定し，被

害者支援に関する研修を施すなど，知識・技能の向上を図っている。 

 これらの指定被害者支援要員は，事案に応じて，病院や実況見分への付添，

自宅への送り迎えなどを行うとともに，犯罪被害者等からの相談に対応し，

さらに，民間被害者支援団体等の適切な支援先につなぐこと等を任務として

いる。 

（４）女性警察官の配置等 

 性犯罪の被害者に対して，警察においては，事情の聴取，証拠の採取等を

行うことになるが，これらの捜査の過程について，被害者が大きな精神的負

担を感じることが多い。このため，尐しでも，被害者の精神的負担を軽減す

ることができるよう，被害者の希望に応じてできる限り女性の警察官が対応

できるように性犯罪捜査を担当する部署への女性警察官の配置を進めている。

また，性犯罪を担当する部署の所属ではないが，性犯罪が発生したときには

捜査に当たる性犯罪捜査員として，女性警察官を指定している。 

 日本警察の警察官全体に占める女性の割合は，約６．８％程度であること
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から，女性が被害者となる犯罪について的確な対応を行うことができるよう，

その体制の強化に努めているところである。 

 また，性犯罪の被害を受けた場合，その証拠となるものが，犯罪被害者の

身体や衣朋に残されていることが多いことから，その痕跡が失われないよう，

被害直後に証拠の採取や衣朋の提出が必要となることがあるが，これが犯罪

被害者の負担となることも尐なくない。このため，できる限り負担感を尐な

くできるような証拠の採取要領を定めたり，被害者の衣朋を預かる際の着替

えの整備などを行っている。 

 

Ⅶ 犯罪被害者を支える社会的気運の醸成 

 

 2004 年に，犯罪被害者等基本法が成立するなど，犯罪被害者が置かれる立

場や各種の支援施策についての社会の関心は徐々に高まっているが，未だに

十分とはいえない。民間被害者支援団体等からは，一層の国民の理解の増進

の必要性が指摘されているところであるし，2007 年から 2010 年にかけて警

察庁が行った犯罪被害者支援に関する調査研究によると，犯罪被害に遭う前

から，各種の犯罪被害者支援施策について知っていたという人の割合はほぼ

1 割以下となっている。 

  国民による犯罪被害者の実態や受けた痛み，生命の大切さについての理解

を増進させることが，犯罪被害者等への配慮の深化と支援の充実には不可欠

であり，また，犯罪を犯さないという規範意識や犯罪を許さない気運の醸成

にもつながることから，警察においても，社会全体の理解を広げるための活

動を行っている。 

 具体的には，例えば，中学生，高校生に対して，犯罪被害者等の声を直接

伝える「命の大切さを学ぶ教室」を開催している。これは，犯罪被害者等に

よる講演を中学校，高等学校で実施し，その後，生徒が感想文等を書くなど

しているものであり，若い世代の心に大きく響くものとなっていると認識し
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ている。このほかにも，様々な機会を捉えて，広報啓発等の活動を行ってい

る。 

 

Ⅷ 関係機関・団体との連携 

 

（１）警察と関係機関・団体などとのネットワークの構築 

 犯罪被害者のニーズは，生活上の支援をはじめ，医療，裁判手続など多岐

にわたっており，適切な対応を行うためには，司法，医療，行政など，犯罪

被害者支援に関わる機関・団体が連携することが不可欠である。 

 このため，各都道府県に，関係機関・団体で構成する「被害者支援連絡協

議会」が設けられており，それぞれが果たす役割等について認識を共有する

など，適切な連携・協力を推進させるための場となっている。 

（２）民間被害者支援団体との連携 

 民間被害者支援団体は，数多く存在し，様々な活動を行っているが，民間

団体ならではのきめ細やかで柔軟な対応で，犯罪被害者等からの相談を受け

たり，病院や裁判所に付き添うなど，犯罪被害の早期軽減に大きな役割を果

たしている。 

 そのうち，犯罪被害者等の支援を適正かつ確実に行うことができる団体と

して，都道府県公安委員会が犯罪被害者等早期援助団体として指定している

団体が，2012 年 7 月現在，全国で 41 団体ある。犯罪被害者等早期援助団体

は，犯罪被害者等の支援に関する広報・啓発活動，犯罪被害等に関する相談

への対応，犯罪被害者等給付金の裁定の申請補助，物品の貸与又は供与，役

務の提供その他の方法による犯罪被害者等の援助を行うものとされている。

また，警察は，犯罪被害者等から同意を得た上で，当該犯罪被害の概要等に

ついて，犯罪被害者等早期援助団体に情報の提供を行うことができることと

なっており，これにより，犯罪被害直後で，ショックなどから自ら援助を求

めることができないような犯罪被害者等に対して，犯罪被害者等早期援助団
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体が早い段階から能動的に援助を提供することが可能となっている。 

 また，こうした犯罪被害者等早期援助団体や犯罪被害者等早期援助団体と

しての指定をめざす，48 の民間被害者支援団体の全国団体として認定ＮＰＯ

法人全国被害者支援ネットワークが設立されている。全国被害者支援ネット

ワークでは，全国犯罪被害者支援フォーラムの開催などの情報交換，全国研

修会などの教育・訓練，犯罪被害者支援に関する調査・研究等を行っている。 

 

Ⅸ 今後の課題について 

 

 様々な施策を実施してきているが，着実な実施に加え，実施状況を把握す

るとともに，犯罪被害者等の意見を踏まえて各種制度の改善を図っていくこ

とが不可欠であると考えている。例えば，性犯罪被害者に対する支援として，

女性警察官による対応や各種の医療費等の公費負担，カウンセリングの提供

等を行っているが，施策によっては地域間で提供内容に若干の差が生じてお

り，一層の充実を進めているところである。 

 また，犯罪被害者等基本法に定められた犯罪被害者等施策推進会議には，

「犯罪被害給付制度の拡充及び新たな補償制度の創設に関する検討会」及び

「犯罪被害者等に対する心理療法の費用の公費負担に関する検討会」が設け

られているところであり，この検討を踏まえ，対応していく必要があるもの

と考えている。 

 

                                                           
注 
1 警察法第 1 条において，「この法律は，個人の権利と自由を保護し，公共の安全と

秩序を維持するため，民主的理念を基調とする警察の管理と運営を保障し，且つ，能

率的にその任務を遂行するに足る警察の組織を定めることを目的とする。」とされて

いる。 
2 「犯罪被害者等」とは，犯罪被害者及び遺族をさしているが，施策に応じて，犯罪

被害者の家族についても被害者支援の対象としている。 
3 日本の医療保険制度下では，例えば，通常，成人の会社員などは，保険診療におい

て，自己負担分は 3 割となっている。 



 

59 
 

                                                                                                                               
4 労働者災害補償保険制度とは，労働者の業務災害及び通勤災害に対して各種の保険

給付を行うものであり，事業者が負担する労災保険料によってまかなわれている。 
5 自動車損害賠償責任保険制度とは，自動車の交通事故による被害者に対し，保険金

を支払うもの。自動車ユーザーは，自動車損害賠償責任保険の契約を行うことが義務

づけられ，加害者側に損害賠償能力を確保させる仕組みとなっている。 
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５ 中国検察機関における刑事被害者救済の現状と展望 

 

最高人民検察院刑事申立検察庁 

局長級検事・全国検察業務専門家 

尹 伊君 

 

  人権の尊重と保障は我が国において既に確立している憲法原則の 1 つであ

る。我が国の法律の規定によれば，刑事被害者が犯罪行為によって物質的な

損失を被った場合には，犯罪者及びその他の加害者が賠償すべきである。し

かし，司法実務において，事件の未解決や無罪判決，犯罪者及びその他の加

害者が無賠償能力等の原因で，相当数の刑事被害者は賠償されるべき賠償を

受けられず，または賠償は事実上履行できないため，生活が困難な状況に陥

ってしまう。このような状況の中で，刑事被害者に対する人道的な配慮を明

確にし，刑事被害者に対する保護を強化するため，又は民衆の生活を改善す

ることを重点に置く法整備を加速し，社会問題を解消するために，我が国の

検察機関は 2006 年から刑事被害者救済の体制を創設し始めた。以来，刑事被

害者の救済業務は継続的に発展，次第に改善する過程を経てきた。本報告で

は，最初に，刑事被害者救済の概念，救済の範囲，救済の基準と方式，救済

の資金源，救済の管理部門などを紹介し，その後に，中国検察機関による刑

事被害者救済の現状と今後の展望をまとめたい。 

 

Ⅰ 検察機関における刑事被害者救済の概念 

 

１．刑事被害者の概念 

刑事被害者の概念を正確に定める前に，まず，救済という特定な条件の下

で，刑事被害者の概念を明確しなければならない。 
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中国国内において，刑事被害者に対する定義は多様であるが，まとめてみ

れば，主に 2 種類に分けられる。1 つ目は，刑事被害者は「正当な権利また

は合法的な権益が犯罪行為または不法行為に侵害される者」という。2 つ目

は，刑事被害者は「犯罪行為に直接に侵害された者」という。両者を比較し

てみれば，前者はより範囲が広く，加害行為は犯罪行為にとどまらず，不法

行為も含まれる。同様，被害者も直接被害者にとどまらず，間接被害者も含

まれる。これに対して，後者はより具体的に規定し，加害行為は犯罪行為に

限定され，被害者も直接被害者に限定される。刑事被害者の損失権益の性質

を考えると，それは人身権と財産権に分けられる。人身権は単一性を有する

ため，刑事被害者の人身権が侵害される際に特定的あるいは直接的な特徴が

見られる。これに対して，財産権は第三者の権利と関連する可能性があるた

め，一定の状況においては，多義性を有することさえ言える。しかし，我が

国の被害者救済事業が船出したばかりのことを考え，救済対象の範囲を限定

すべきである。したがって，我々は当面救済対象とする刑事被害者を犯罪行

為に侵害された直接被害者に限定する。 

 

２．刑事被害者救済の概念 

研究当初から，理論界及び司法実務において，刑事被害者救済に対してい

ろいろな解釈があるが，主として次の 2 種類のものに分類される。1 つは刑

事被害者救済であり，もう 1 つは刑事被害者補償である。両者を比較すると，

その救済対象と救済目的が基本的に一致しており，いずれも犯罪に侵害され

て賠償を受けられなかった被害者及びその近親親族を対象とし，いずれも彼

らの生活の困難を解決することを目的としているが，以下の異なる点もある。

刑事被害者救済は，一種の国家道義を強調し，国家福祉の性質を有し，救済

の基準は主として被害者が受けた実際の損害を参考にしており，その運用は

国家政策によるものである。これに対し，刑事被害者補償は，一種の国家義

務を強調し，法的属性を有し，救済の基準は被害者が受けた実際の損害を根
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拠としており，その運用は国の法律によるものである。しかし，現状では，

わが国はまだ対応する法律を制定しておらず，刑事被害者の補償獲得及び国

家の救済職責を法律に認められたうえで，一種の権利義務に定着させるのも

不可能であることを鑑み，既に展開している業務と結び合わせて，この制度

を刑事被害者救済とする表現がより適切であると我々は考えている。前述を

まとめると，刑事被害者救済とは，わが国において関連法律制度がまだ制定

されていないこの特別な時期において，国家によって人身的健康権が犯罪行

為によって重大な損害を受けた上で，有効な賠償を獲得できずに，生活が苦

境に陥ってしまった刑事被害者およびその近親親族に対し，適切な経済的救

済及びその他の方式による救済措置をとることであると，我々が位置づけて

いる。 

 

Ⅱ 刑事被害者救済の対象，基準及び方式 

 

１．救済の対象 

救済対象について，各国の立法上の規定が全て同じという訳ではない。主

として 2 つの状況がある。第一は，救済対象を暴力犯罪の被害者及びその近

親親族若しくはそれと扶養関係にある人の場合である。例えば，ニュージー

ランドの法律では，救済対象は主に暴力犯罪の侵害を受けた被害者及び被害

者に対して扶養義務を有する者又は被害者に扶養されている者であると規定

している。また，例えばアメリカのカリフォルニア州の法律では，救済対象

は必ず直接暴力犯罪の被害を受けて死に至ったか又は傷害を負った場合でな

ければならず，必ず法に従って被害者によって扶養する者又は犯罪発生時に

被害者の家族又は近親親族でなければならないと規定している。第二は，救

済対象を人身傷害死亡犯罪事件の被害者に限定する場合である。例えば，フ

ランスの法律では，救済対象を犯罪によって身体的損害を受けた被害者とし，

又は被害者が死亡した場合，物質的損害を受けた者とすることとしている。
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また，1985 年国連で採択された「犯罪およびパワー濫用の被害者のための司

法の基本原則宣言」の第 11 条においてもこれについて規定されている。即ち，

犯罪者又はその他の出所から十分な補償を得られない時に，加盟国は下記の

者などに対して，金銭的補償を行うよう努めなければならない。①重大な犯

罪によって重い身体的傷害又は身体と精神の健康に損害を受けた被害者。②

家族，特にこうした被害のために死亡又は身体障害と精神障害になった被害

者の被扶養者。 

他国の救済の対象範囲を参考し，且つわが国の刑事被害者救済の特徴を結

びつけて，我々は当面の救済範囲を以下ように明確している。即ち，重大な

暴力犯罪によって重い障害を負い，訴訟を通じて賠償を獲得できず，生活が

困難な状況に陥った刑事被害者，あるいは刑事被害者が重大な暴力犯罪によ

って既に死亡した場合，それと共同生活若しくはそれの収入を重要な生活資

金源として頼られ，訴訟を通じて賠償を獲得できず，生活が困難な状況に陥

った近親親族である。また，過失犯罪又は刑事責任を負わない者（例えば精

神病患者，刑事責任年齢に満たない者）が実施した刑事不法行為が，重大な

傷害又は死亡に至った刑事被害者で，生活が困難でありながら，訴訟を通じ

て賠償を獲得できない者も救済範囲に入れることができる。 

 

２．救済の基準 

救済基準については，各国の規定が一致していない。一部の国では，直接

救済の最高限度額を決めている。例えば，イギリスの規定では，治安裁判所

の裁判官は判決の最高賠償金額について 5,000 ポンドとすることを定めてい

る。ニュージーランドの規定では，金銭的損失及び費用支出の補償は 1,000

ポンドを超えてはならないとしている。一部の国では，賠償基準数及び計算

基準を規定している。例えば，日本の規定では，被害者本人に支払われる賠

償金は，被害者が被害を受ける前の通常収入額の 80％を基礎額とし，更に身

体の傷害程度に基づき，対応する倍数を乗じて算出することを定めている。 
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他国の救済基準の確定状況を参考し，且つわが国各地の経済発展のアンバ

ランスである現状と結びつけて，我々は以下の救済基準及び酌量原則を確立

した。即ち，刑事事件被害者又はその近親親族の救済金額について原則的な

規定を設け，事件管轄地の前年度における一般労働者の平均月給額を基準と

して，一般的に 36 ヶ月の総額以内とする。同時に刑事被害者が受けた犯罪被

害の実態，犯罪容疑者，被告及びその他の賠償義務者の実際の民事賠償状況，

刑事被害者の事件発生に対する落ち度の有無及び落ち度の大きさ，家庭の経

済的状況，現地での基本的な生活水準を維持するための必要最低限の支出状

況を根拠として総合的に考慮し，相応の救済額の範囲幅を確定する。 

 

３．救済の方式 

現在の刑事被害者救済の中で主な救済方式には 3 つがある。第一は経済的

救済，第二は政策的救済，第三は心理指導的救済の 3 つである。経済的救済

とは，金銭又は財物の救済を指す。政策的救済は主として政策的である優遇

を提供することを指し，例えば，就業支援，税の減免，職業訓練，子供の就

学援助などである。心理指導的救済は主として専門人員を配置し，刑事被害

者のためにカウンセリングを行うことで，心理上の被害を回復し，心理的疾

患を治療することを指す。現段階において，我々検察機関は経済的救済を主

とし，その他の救済を副とする方式を確立している。 

 

Ⅲ 刑事被害者救済の資金源 

 

充分な救済費は刑事被害者救済業務の正常運用の基礎である。わが国の刑

事被害者救済業務が展開された当初，救済資金源についての考えには主とし

て以下の 3 つの観点であった。 

第一は，政府予算及び罰金，没収財産，違法所得，刑務作業の収入，社会

福祉宝くじから引き出されるものである。この方式は刑事被害者救済と犯罪
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との関係を表しており，合理的であるが信頼性に欠けると我々が考える。な

ぜなら，わが国の財政は収支ツーラインを実施し，罰金，没収財産及び違法

所得などはいずれも一括して国庫に納められ，且つ収入に応じて支出が決定

されるこの方式では救済業務の実際の需要に対応できる保障がない。 

第二は，国が専門の救済資金を設立し，裁判所にこの基金を管理させ，そ

の特定の用途を確保する。被害者に対する救済は厳格な意義上の司法活動で

はないため，裁判所が国家司法機関として，直接特定項目の基金を管理する

ことは，国の関連規定に違反すると我々は考えている。 

第三は，刑事被害者救済の専用口座を開設し，中央財政配置，地方各クラ

スの財政整備を主として，社会寄付を副とする形態を確立する。当該形態の

メリットは，救済経費を十分に確保ができることと，中央と省レベルの財政

には予算があるのに被害者救済に使われず，行政末端には経費が乏しいのに

大部分の救済業務を担うというような局面を避けられることである。 

刑事被害者の救済業務は主に地方に集中していることを考慮して，現段階

においてわが国はその救済資金源について以下のように規定している。即ち，

救済資金源は地方の各レベルの政府財政部門によって統一配備する。同時に，

社会の組織と個人の寄付を推進する。財政部門は審査許可意見をチェックし

た後に，速やかに救済意見を提起した事件担当機関に資金を支払う。救済資

金の使用に対する監督を強化するために，各年度末に，事件担当機関は同地

方政府の財政部門に対し，該当年度に交付された救済資金の使用明細を報告

し，且つ監査部門の監査を受ける。 

 

Ⅳ 刑事被害者救済の管理機構 

 

刑事被害者救済機構の設置について，理論界と司法機関との間に比較的大

きな論争があり，主として以下のいくつかの観点がある。 

  第一は，裁判所の形態である。即ち，裁判所が救済委員会を設立し，当該
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委員は裁判官によって構成され，そのメリットは以下の通りである。即ち，

裁判所は刑事附帯民事訴訟の決定者及び実行者であり，この事件の状況につ

いて詳しく，且つ実行義務も有しているので，裁判所がこの種の事件被害者

に対して救済を行うことによって，迅速簡単で且つ効率が高い。しかし，実

務上において相当部分の事件は検挙されておらず，また証拠不十分で裁判所

の裁判まで至らない。したがって，これらの刑事事件被害者は裁判所によっ

て救済されることは現実的ではないと我々は考えている。 

第二は，検察院の形態である。即ち，検察院内部に専門の救済委員会を設

立する。そのメリットは，検察機関は刑事訴訟の中間に位置し，各ステップ

の救済業務に対して総合的に配慮することができる。しかし，検察機関によ

って単独で全面救済の責任を負うと，互いの風通しが悪くなりやすく，各自

で処理する事態を引き起こす恐れがある。また，検察院が救済を行った後に，

更に賠償の判決が出される可能性もあると我々は考えている。  

第三は，政府機関の形態である。即ち，厚生部門が救済を行う。そのメリ

ットとして，刑事被害者救済と厚生部門による救済は共通点が存在し，相対

的に言えば，救済業務に対してより熟練している。しかし，刑事被害者救済

は刑事訴訟に関与しており，厚生部門は専門分野の問題を直面することとな

るため，救済業務が正常に運用されることを有効に保障することが難しいと

我々は考えている。 

第四は，独立機構の形態である。即ち，独立した救済委員会，例えば社会

治安総合委員会を設立する。当該形態のメリットは，救済機構の統括と協力

能力を増強することができ，現行刑事訴訟法における公安・検察・裁判の三

機関のバランス維持にも有利であることが考えられるが，当該形態も同様に

専門認定という難題に直面する。 

各地の試験ポイントの経験からみて，現段階において，刑事被害者救済業

務は組織動員，経費保障，協調協力など多方面の問題に及んでいるため，ど

の部門が単独で請負うのも意余って力足らずであると我々は考えている。刑
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事被害者救済の実際のニーズに適応するために，また政府及び司法各機関を

調和させ，力を合わせるのを推進し，共同で救済業務を着実に進め，被害者

の合法的権益を守るために，わが国は公安・検察・裁判などの司法機関が救

済業務の責任を負い，政府関連部門がリードし，統括する救済管理形態を確

立した。具体的に言えば，公安機関，検察院，裁判所各々が刑事事件審理過

程において，事件の具体的な状況及び職責の割当てに基づき，救済条件に合

致する刑事被害者又はその近親親族に対して，救済意見及び救済金額を提出

し，現地政府部門の審査と許可を経た後に，財政部門が速やかに救済資金を

給付する管理形態である。 

 

Ⅴ 検察機関が展開する刑事被害者救済の状況 

 

2009 年わが国が正式に刑事被害者救済業務を展開して以来，全国検察機関

は刑事被害者及びその近親親族約 12,000 人を救済し，給付した救済金額は約

１億元にも上った。全国の各省・自治区・直轄市の検察機関はいずれも全面

的に刑事被害者救済業務を展開し，概ね良い成果が得られた。 

 

１．多くの措置を一挙に打ち出し，救済業務を規範化し，刑事被害者救済業

務をスムーズに展開推進する 

刑事被害者救済業務の展開を速やかに推進するために，各地の検察機関は

それぞれの土地柄に適した措置を取り，相応の業務体制を構築し，救済業務

の規範運用を確保する。一部の検察機関は刑事被害者救済業務の検察全体業

務評価システムにおける重要度をアップし，且つ救済事例を「優良事件評定」

の範疇に組入れ，奨励体制を構築し，優务に応じて賞罰する。一部の検察機

関と公安機関は刑事被害者救済調査制度を作り，救済調査書という形で被害

者の関連状況を掌握し，救済の前期準備業務を行い，同時に情報の滞りによ

る重複救済のケースを防ぐ。これを基礎に，各地の検察機関は積極的に制度
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作りを模索し，現地検察業務の実態と結び付けて，具体的な実施方法を制定

し，現地の救済業務を規範化する。これまで，刑事被害者救済業務規範を打

ち出した検察機関は数十箇所にも及ぶ。2009 年 10 月 1 日，無錫市検察院は

積極的に地方立法を推進して，率先して起草した「刑事被害者の特別困窮救

済条例」は市人民代表大会常務委員会で採択施行され，地方法規による刑事

被害者救済業務推進の先駆けとなった。2010 年 1 月 1 日，「寧夏回族自治区

刑事被害者困難救済条例」が施行され，全国初の刑事被害者を救済する省ク

ラスの地方立法となった。 

 

２．手続きの簡易化，ルートの円滑化，刑事被害者の切実な問題を解決する 

救済業務の効率を高めるために，一部の検察機関では，検察の段階におけ

る刑事被害者救済ドッキング体制を研究制定している。即ち，救済必要な被

害者は，公訴部門からその関連状況について直接審理部門に通報することに

よって，救済の運用ステップを尐なくする。例えば，某市検察院が王氏の故

意傷害事件を審理する時に，被害者の蔡氏は家庭の中で一人っ子であり，且

つ唯一の経済的資金源であることが判明した。蔡氏の両親は既に高齢で病弱

であり，妻は無職で，更に四人の未成年の子供を扶養しているため，蔡氏の

死亡によって家庭生活が極度の苦境に陥った。一方，犯罪被疑者の王氏の家

庭も貧しく，被害者家族の困難を緩和できる賠償能力が全くない。上記状況

に対して，公訴部門は速やかに被害者近親親族に対して救済請求できる旨を

通知し，且つ審理部門に対して状況のフィードバックを行い，審理部門が事

前に救済の前期準備業務が行えるようにし，できる限り救済の手続きの簡易

化を図る。最終的に被害者家族が最短時間内に救済給付金を手に入れた。更

に他の検察機関では，積極的に現地の政府部門と交流協調し，刑事被害者救

済業務の「グリーン通路」を作り，救済の許可手続きを簡易化し，救済業務

が順調且つ迅速に行うことを確保する。特殊なケースに遭遇した場合，ケー

スバイケースで処理し，救済給付金を前払いし，救済が被害者の切実な問題
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を真に解決できるようにする。 

 

３．積極的に，支持を追い求め，多方面による救済体制を構築する 

  刑事被害者救済業務は総合性を有する業務であり，単に個別の救済機関の

力だけでは足らず，更に多くの部門の関与により総合的に救済することを図

るべきである。救済業務を展開する中で，各クラスの検察機関は国家，政府

と密接に，意識的に厚生，教育，社会保障，障害者連合，婦人連合，労働な

どの部門と協力し，力を合わせて，救済実現の目的に達成すべきである。例

えば，広東省の検察機関は，現地の人民代表大会，政府の協力の下で，率先

して広東で被害者救済と社会保険，厚生救済，住民最低生活保障，農村部五

種類弱者生活保護，法律支援などの関連業務の相互連結体制を作った。四川

省成都市検察院は現地の労働者組合，共産主義青年団，婦人連合会，厚生局，

教育局，障害者連合会，新農業組合などの部門と共同で刑事被害者困難総合

救済方法に署名し，救済金給付とその他の社会保障制度の実行との両者を結

びつけることによって，多方面による救済体勢を形成させ，救済の效果を確

保する。 

 

４．事件に応じて方策を施し，実効を重視し，多元的救済形態を確立する 

犯罪により侵害を受けた被害者は，経済的損害以外にも，心理的な傷を負

い，生活が困窮に陥るなどの多くの問題を抱えてしまうことが多い。各地の

検察機関は，単独の救済形式を打ち破り，経済的救済，司法的救済，各部門

の協力による救済，精神的指導など多様な方式の採用を試みて，個別事件の

状況に対応して，それぞれ対策を講じ，救済方式の多元化を図る。例えば，

山東省青島市黄島区検察院が審理した事件では，被害者は幼女であり，犯罪

によって体に重傷を負い，元の容貌がわからなくなるほどひどい傷跡が残り，

心理的な傷が大変重く，性格上も自閉となり，日常生活及び勉強は自分一人

では出来ず，家庭の経済的困窮により治療を受けることができなかった。こ
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れに対して，当該人民検察院は，速やかに刑事被害者救済手続きを開始し，

救済資金を申請することができた。同時に，赤十字と連絡を取り，手術費の

協力を得られたため，彼女はすぐに治療を受けることができた。救済過程に

おいて，当該検察院の国家二級カウンセラー資格保有者の職員が，終始一貫，

彼女のために詳細な心理指導及びリハビリ計画を立てて，一連の危機回避及

び心理カウンセリングを行い，被害者の心の傷を有効に緩和，回復させ，救

済の総合的効果が顕著であった。 

 

５．体制を革新し，経験を総括して，救済業務の良好な発展を確保する 

現段階の救済資金不足，救済ルートの滞り，救済体制の不完備などの問題

に対して，各地検察機関は，理念を一新することによって体制の革新を図り，

体制を革新することによって業務の発展を連動させ，絶えず経験を総括し，

救済業務のスムーズな展開を推進することを堅持している。例えば，浙江省

の検察機関は，上下連動の救済体制を実行している。即ち，県と市，市と省

の二階級の検察院，又は省，市，県の三階級の検察院の「一体化方式」の共

同救済体制を構築する。このような救済連動体制は，一機関と一地域を救済

主体とする境界を打ち破り，救済経路の滞りの問題を一定程度解決でき，救

済経費の共同使用を最大限に実現し，救済業務の更なる深化に思考回路と経

験を与えた。 

 

Ⅵ 業務の展望 

 

検察機関による刑事被害者の救済業務が展開されて以来，良好な効果が得

られた。しかし，業務の展開と深化に伴い，実務の中で多くの困難と問題点

にも直面し，今後の業務において，我々は以下の面から力を入れて刑事被害

者救済業務の展開を推進していきたい。 
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１．機構配置を完備し，救済業務の専門化を促進する 

  検察機関が刑事被害者救済業務を展開する以来，これまで申立受理部門が

その業務を担当しているが，専門の業務機構をまだ設立しておらず，また相

応的に専門職員の増員配備もしていないため，人員の不足及び業務の継続性

に欠ける現象を引き起こし，被害者救済業務の深化に悪影響を及ぼしている。

刑事被害者救済業務の発展傾向に対応するため，我々は専門の業務機関を設

置し，事件処理能力を整え，機構設置と救済業務の発展に適応していない問

題を確実に解決し，刑事被害者救済業務の健全，更なる展開のために組織的

な保障を提供することを計画している。 

 

２．救済体制を完備し，救済業務を規範化する 

  第一に，現状に基づき検察機関が刑事被害者救済を展開する範囲を合理的

に拡大し，救済基準を引き上げ，刑事被害者救済業務を確実に定着させる。

第二に，共同救済などの関連機構による協力救済体制を構築し，救済業務の

協調化の発展を促進する。検察機関は救済業務の中で，その他の司法救済機

関とのつながりと連携を強化し，同時に厚生，社会保障等の部門との連絡協

調体制を重視強化し，社会各業界の関与を動員し，各種の救済資源を整合す

る。第三に，完備した救済形態を更に豊かにし，救済手続きを簡易化し，救

済效率を高める。 

 

３．資金保障により力を入れ，救済資金源の多元化を促進する 

検察機関は更に積極的現地政府，財政部門の支持を得られるように努力し，

より科学的，合理的な給付体制を研究制定し，早期に救済資金の保障体制を

構築することを促進する。同時に行政末端組織，社会団体，企業事業組織体

及び個人が救済業務に関与する意欲を充分に発揮させ，単独の救済基金制度

を設け，その特別な使途を確保する。このように，財政投入を主とし，その

他の投入を副とする多元化の救済構成を形成する。 
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４．救済業務の地方立法に力を入れて推進し，救済業務の国家立法を促進す

る 

現段階において，わが国の刑事被害者救済業務の依拠となる指導的意見は，

関連の法律制度がまだ樹立されていないこの特殊の時期において，刑事被害

者の特別な困難を解決するために取られる一種の経過措置である。近年来，

各地で普遍的に，法律面の保障と支持に欠けていることが救済業務の実行性

と深化性を遅らせているという意見が上がっている。数年間の救済実践によ

って既に証明されているように，政策的通達よりも，地方立法による刑事被

害者救済業務の実行と展開を推進する效果の方が明らかに優れている。且つ

各地の地方立法は次のステップとしての国家立法に対しても経験と参考を与

えることにもつながっている。長い目で見れば，刑事被害者救済業務は最终

的に法治の軌道に乗らせるべきである。立法を通すことこそ，法律の形で刑

事被害者に請求権を与え，その訴えを法的権利となる。法律の形で国家の救

済職責を明確させ，その職務を法的義務となる。救済資金源を着実に確保さ

れ，救済の最良効果を実現でき，社会の平等と正義を促進させることができ

る。我々検察機関は，制度の構造に存在する欠陥及び体制運用の中で反映さ

れる様々な問題について絶えず総括し，速やかに調査研究を行い，現在の業

務体制を最適化させ，積極的に地方立法を推進し，最終的に国の立法を促進

するための経験を積み，基礎を打ち立てていく。                          
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６ 我が国の刑事手続・少年保護手続における 

被害者の関与 

 

                                    最高検察庁検事 

佐藤 淳 

 

Ⅰ はじめに 

 

我が国において，犯罪被害者は，従来，告訴権を有していることは格別，

刑事訴訟法上は，あくまで一般の証人あるいは参考人と同様に位置付けられ，

特別の地位や役割を与えられていなかった。しかし，被害者は，いわば「事

件の当事者」として，犯罪による痛みを直接受けた者である以上，加害者の

刑事裁判・尐年審判の推移及び結果に重大な関心を持つのが通常であり，そ

の正当な解決を期待するのも当然である。そのような観点からすれば，被害

者の立場や心情等は刑事手続等において十分に尊重される必要があるにもか

かわらず，被害者において，刑事手続等への十分な関与の機会がないこと，

刑事手続等の過程でいわゆる二次的被害を受ける場合があること，犯罪によ

る財産上の被害を的確・迅速に回復することが困難であることなどの問題が

繰り返し指摘されることとなり，こうした被害者を巡る問題に対する社会的

関心が大きな高まりを見せることとなった。その結果，平成 12 年（2000 年）

以降，被害者保護に関し，我が国の法制上極めて重要な多数の法整備等が行

われている。 

これらのうち，主な法整備を挙げると，同年 5 月，「犯罪被害者等の保護

を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律」（以下「犯罪被害者等保

護法」という。）及び「刑事訴訟法及び検察審査会法の一部を改正する法律」

が成立し，これらいわゆる犯罪被害者保護二法によって，刑事手続に関し，
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①公判手続の傍聴に係る措置，②公判記録の閲覧・謄写に係る措置，③刑事

和解制度の創設，④証人の負担軽減に係る制度の創設，⑤親告罪である性犯

罪の告訴期間の撤廃，⑥被害者等による心情その他の意見陳述制度の創設，

⑦検察審査会への審査申立権者の範囲の拡大等が行われた。 

さらに，同年 11 月に尐年法が改正され，尐年保護手続に関し，①審判記

録の閲覧・謄写に係る措置，②被害者等の申出による意見の聴取制度の創設，

②審判結果の通知制度の創設等が行われた。 

その後，平成 16 年（2004 年）12 月，犯罪被害者等のための施策に関する

基本理念等を定めた「犯罪被害者等基本法」が成立し，国が講ずべき基本的

施策として，犯罪等による被害に係る損害賠償請求の適切かつ円滑な実現を

図るため，被害者等が行う損害賠償請求についてその被害に係る刑事手続と

の有機的連携を図るための制度の拡充，被害者等がその被害に係る刑事手続

に適切に関与することができるようにするため，刑事手続への参加の機会を

拡充するための制度の整備等が定められ，同法を受けて，平成 17 年（2005

年）12 月，政府が実施すべき具体的な施策を定めた「犯罪被害者等基本計画」

が閣議決定されるに至った。同計画においては，刑事手続等に関して立法的

手当てが必要な事項として，損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用する

制度，公判記録の閲覧・謄写の範囲拡大，被害者等に関する情報の保護，被

害者等が刑事裁判に直接関与することのできる制度についての検討及び施策

の実施が盛り込まれた。 

その結果，平成 19 年（2007 年）６月，「犯罪被害者等の権利利益の保護

を図るための刑事訴訟法等の一部を改正する法律」が成立し，刑事手続に関

し，①被害者参加制度の創設，②損害賠償命令制度の創設，③被害者特定事

項秘匿制度の創設，④公判記録の閲覧・謄写の範囲の拡大等が行われ，続い

て，平成 20 年（2008 年）６月に尐年法が改正され，尐年保護手続に関し，

①尐年審判の傍聴制度の創設，②被害者等に対する審判状況の説明制度の創
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設，③審判記録の閲覧・謄写の範囲の拡大，④被害者等の申出による意見の

聴取の対象者の拡大等が行われた。 

本稿においては，これら一連の被害者保護立法を踏まえつつ，我が国の刑

事手続・尐年保護手続における被害者の関与について 

１ 被害者の刑事手続・尐年保護手続に対する直接の関与 

２ 被害者のプライバシーや生活の平穏の保護 

３ 検察官の不起訴処分に対する不朋申立て 

４ 財産上の被害回復制度 

５ 被害者等に対する情報提供等 

の５つの観点から整理し，その概要を紹介することとしたい。 

なお，本稿中，意見にわたる部分はもとより私見である。また，本稿中の

統計上の数値は，いずれも平成 23 年（2011 年）版犯罪白書に基づく延べ数

である。 

 

Ⅱ 被害者の刑事手続・尐年保護手続に対する直接の関与 

 

（１）捜査活動に対する直接の関与 

被害者が捜査活動に関与する直接の手段は，従来，捜査機関に告訴をする

こと，捜査における事情聴取や公判等における証人尋問を受けることが主な

ものであった。しかし，被害者参加制度をはじめとする一連の被害者保護立

法により，被害者の法的地位・役割がより明確化され，様々な被害者関与の

手段が措置されたことなどに伴い，捜査・公判を通じた刑事手続全般におい

て，捜査機関と被害者とが緊密なコミュニケーションを図り，相互の意思疎

通を図ることが，極めて重要な意義を有するようになったといえる。 

ア 捜査機関に対する告訴等 

   被害者は，捜査機関に告訴をすることができる（刑事訴訟法 230 条）。
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また，その法定代理人，被害者が死亡した場合の配偶者，直系の親族又

は兄弟姉妹も告訴をすることができる（同法 231 条）。 

告訴とは，犯罪事実を申告し，犯人の処罰を求める意思表示であり，

捜査の端緒として位置付けられ，また，強姦罪，名誉毀損罪等の一定の

犯罪については，その性質にかんがみ，被害者等の意思を尊重し，告訴

がなければ公訴を提起できない親告罪とされる。 

捜査機関は，告訴がなされた場合には，親告罪であるか否かにかかわ

らず，原則として告訴を受理する義務があると解されている。 

イ 被害者等の捜査活動に対する関与 

捜査機関が捜査に着手した場合，被害者は，参考人として事情聴取を

受け，被害状況等を説明するとともに，被害感情や処罰感情等について

意見を述べるのが一般である。また，被害者は，実況見分の立会人等と

しても，捜査に関与することがある。 

その過程を通じ，捜査機関は，従来から，被害者の被害状況を正確に

把握した上，事案の真相を解明するよう努め，その結果として判明した

事実関係やこれを基礎付ける証拠関係等について，被害者等に可能な限

り説明するとともに，起訴・不起訴等の処分や求刑等を決定するに当た

って，被害者の被害状況等を十分に考慮し，これらが裁判所に理解され

るよう努めている。また，必要に応じて，被害者の安全を確保し，被害

者が刑事手続において不当に心理的・精神的圧迫を受けたりすることの

ないように配慮している。 

加えて，一連の被害者保護立法により，公判の準備活動たる捜査にお

ける被害者等の役割がより主体的なものに深化しており，捜査機関とし

ては，捜査活動の密行性や流動性の観点を踏まえながらも，被害者等に

適宜適切な情報提供を行うはもとより，被害者参加制度や財産上の被害

回復制度等の趣旨を踏まえ，これらを希望する被害者等と緊密なコミュ
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ニケーションを図りながら，その希望等を十分に踏まえた捜査活動を行

うべき責務を負うようになったと言ってよいであろう。 

（２）刑事裁判・尐年審判に対する直接の関与 

被害者等は，個人の尊厳が重んぜられ，その尊厳にふさわしい処遇を保障

される権利を有する（犯罪被害者等基本法３条）との理念からすれば，被害

者等が刑事裁判等の推移や結果を見守るとともに，これに適切に関与したい

との心情は十分に尊重されるべきであり，また，被害者等が刑事裁判等に適

切に関与することは，その名誉回復や被害からの立ち直りにも資すると考え

られたことなどから，刑事手続における意見陳述制度，尐年保護手続におけ

る意見聴取制度，さらには，被害者参加制度が創設されている。 

これらの制度により，刑事裁判等が被害者等の心情や意見を十分に踏まえ

た上で行われるべきことがより明確になったのみならず，刑事裁判等に対す

る国民の信頼の確保及び刑事訴訟法の目的である刑罰法令の適正な適用実現

に資することや，被害者等の心情や被害の実態，その意見を直接に聞くこと

等により，被告人に改しゅんの契機を与え，その更生に資する効果が生ずる

ことも期待される。 

ア 被害者等による心情その他の意見の陳述 

被害者等（その定義は，根拠法ごとに若干の差異はあるものの，本稿

においては，基本的に，被害者本人，その法定代理人，被害者が死亡し

た場合や心身に重大な故障がある場合の配偶者，直系の親族及び兄弟姉

妹を指す。）は，被害に関する心情その他の被告事件に関する意見を述

べたいとの希望を有する場合，公判期日において，意見陳述を行うこと

ができる（刑事訴訟法 292 条の２）。 

裁判所は，被害者等から申出があれば，原則として意見を陳述させる

こととなるが，審理の状況等を考慮して，相当でないと認めるときは，

意見の陳述に代え意見を記載した書面を提出させることができる。 
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被害者等の意見陳述は，基本的には，被害感情や処罰感情等の意見で

あり，裁判所は，これを量刑上の資料の一つとすることができる。ただ

し，犯罪事実又は犯情に関する事実認定のための証拠とすることはでき

ないから，被害者等からそのような供述を得る必要がある場合には，証

人尋問（同法 143 条）を行う必要がある。 

平成 22 年（2010 年）中，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所に

おいて，意見陳述を実施した者は 1198 人，意見陳述に代えた書面の提

出をした者は 557 人である。 

イ 尐年審判における被害者等の申出による意見の聴取 

尐年審判において，被害者等から，被害に関する心情等の意見の陳述

の申出がある場合，裁判所は，事件の性質，調査又は審判の状況等を考

慮して相当でないと認めるときを除き，被害者等の意見を聴取する（尐

年法９条の２）。審判期日のみならず，期日外において意見を聴取し，

又は調査官に命じて意見を聴取させることができるなど，尐年審判にお

ける特殊性はあるものの，前記１(2)アと共通する法的性格を有するもの

である。 

平成 22 年（2010 年）中，意見の聴取を申し出た者は 278 人，そのう

ち相当と認められた者は 267 人である。 

ウ 被害者参加制度 

被害者参加制度は，被害者等が裁判所の許可を得て，被害者参加人と

して刑事裁判に参加し，一定の要件の下，公判期日に出席し，被告人質

問等の一定の訴訟活動を自ら直接行うことができる制度である。 

裁判所は，故意の犯罪行為により人を死傷させた罪，強制わいせつ及

び強姦等の罪，業務上過失致死傷及び自動車運転過失致死傷の罪等の刑

事訴訟法 316 条の 33 に定める事件の被害者等又はその委託を受けた弁

護士から参加の申出がある場合は，犯罪の性質，被告人との関係等を考
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慮し，相当と認めるとき，決定により，被害者等の手続参加を許可する。

この申出は，あらかじめ検察官にしなければならず，検察官は，意見を

付して裁判所に通知する。 

被害者参加人やその委託を受けた弁護士（以下「被害者参加人等」と

いう。）は，公判期日に出席することができ(同法 316 条の 34)，検察官

の権限行使に意見を述べ，検察官は，権限を行使し又は行使しないこと

としたときは，必要に応じ，意見を述べた者にその理由を説明しなけれ

ばならない（同法 316 条の 35）。また，被害者参加人等は，裁判所の許

可を得て，情状に関して証人を尋問し，自らの意見陳述のために被告人

に質問し，事実又は法律の適用について意見を述べることができる（同

法 316 条の 36～38）。 

ただし，被害者参加人等は，裁判所が相当と認めて許可した場合に限

って，一定の訴訟活動を行うことが認められているものであり，いわゆ

る私訴等の制度とは異なり，起訴，訴因設定，証拠調べ請求，上訴等の

権限はない。あくまで，検察官が訴因を設定して事実に関する主張立証

を行う一方，被告人・弁護人が防御を行い，公正中立な裁判所が判断を

行うという刑事訴訟法の基本構造を維持しつつ，その枠組の中で，被害

者等が刑事裁判に参加するものとされている。 

なお，平成 20 年（2008 年）４月の犯罪被害者等保護法及び総合法律

支援法の改正により，被害者等は，資力に応じて国選被害者参加弁護士

の選定を請求することができるものとされた。 

平成 22 年（2010 年）中，通常第一審で被害者参加が許可された被害

者等は 839 人であり，そのうち，証人尋問に関与した者は 217 人，被告

人質問に関与した者は 484 人，論告求刑に関与した者は 428 人である。 

 

Ⅲ 被害者のプライバシーや生活の平穏の保護 
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刑事裁判の過程においては，被害者の氏名，住所等が公開の法廷で明らか

にされることがある。特に性犯罪等について，被害者の氏名等の個人情報が，

被告人その他の第三者に知られることは，被害者等が再被害を受ける可能性

を高め，その名誉・プライバシーを害するおそれも強く，被害者等がこれら

を意識することによる精神的負担も著しい。また，性犯罪等の被害者や年尐

者が，公開の法廷に証人として出廷し，被害事実等を証言すること自体，そ

の精神的負担は大きい。このような問題は，被害者が被害事実を申告し，犯

人の処罰を求めることの障害ともなりかねないことから，被害者特定事項の

秘匿制度や証人尋問における被害者の負担軽減に係る制度が設けられている。 

（１）被害者特定事項の秘匿制度 

裁判所は，強制わいせつ罪，強姦罪等の性犯罪等のほか，犯行の態様，被

害の状況等により，被害者特定事項が公開の法廷で明らかにされることによ

り被害者やその親族の身体・財産に害を加え，これらの者を畏怖させ，ある

いは，困惑させる行為がなされるおそれがあると認められる事件を取り扱う

場合，被害者等やその委託を受けた弁護士からの申出があり，相当と認める

ときは，被害者の氏名，住所その他の被害者特定事項を公開の法廷で明らか

にしない旨の決定をすることができる（刑事訴訟法 290 条の２）。 

この申出は，あらかじめ検察官にしなければならず，検察官は，意見を付

して裁判所に通知する。また，検察官は，証拠開示等に当たって，被害者特

定事項が明らかにされることにより，被害者等の名誉又は社会生活の平穏が

著しく害されるおそれがある場合等において，弁護人にその旨を告げ，被告

人の防御に関して必要がある場合を除き，被害者特定事項が被告人等に知ら

れないようにすることを求めることができる（同法 299 条の３）。 

平成 22 年（2010 年）中，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所におい

て，被害者秘匿事項の秘匿決定がなされた者は 3854 人である。 
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（２）証人の負担軽減に係る制度 

被害者が証人尋問を受ける場合，その精神的負担の軽減を図り，被害者保

護を図る制度として，証人尋問の際の証人への付添い，遮へい措置，いわゆ

るビデオリンク方式による証人尋問の各制度がある。 

平成 22 年（2010 年）中，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所におい

て，証人の付添いが実施された人員は 102 人，証人の遮へい措置が実施され

た人員は 1295 人，ビデオリンク方式による証人尋問が実施された人員は 261

人である。 

ア  証人尋問の際の証人への付添い 

被害者や年尐者等が，証人として法廷で証言する場合，強い不安や緊

張を覚え，時には，その精神的被害を更に悪化させる可能性もある。そ

こで，裁判所は，証人の年齢，心身の状態等を考慮し，法廷における証

人の供述中，その不安や緊張を緩和するのに適当な者であって，訴訟関

係人の尋問等を妨げるなどのおそれがないものをして，証人に付き添わ

せることができる（同法 157 条の２）。 

イ 証人尋問の際の証人の遮へい措置 

被害者や年尐者等が，被告人や傍聴人の面前で証人として証言する場

合，被告人や傍聴人から直に見られていることなどにより強い精神的圧

迫を受け，その名誉や心情等を著しく害されることが想定される。そこ

で，裁判所は，犯罪の性質，証人の年齢，心身の状態等により，相当と

認めるときは傍聴人との間に，また，証人が被告人の面前において供述

するときは圧迫を受け精神の平穏を著しく害されるおそれがあると認

める場合に相当と認めるときは証人と被告人の間に，それぞれ，相手の

状態を認識することができないようにするため，衝立を置くなどの遮へ

い措置を採ることができる（同法 157 条の３）。 

ウ ビデオリンク方式による証人尋問 

性犯罪等の被害者や年尐者等は，裁判官，訴訟関係人や傍聴人のいる
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法廷で証言すること自体によって強い精神的圧迫を受ける可能性があ

る。そこで，裁判所は，性犯罪等の被害者のほか，裁判官及び訴訟関係

人が証人を尋問するために在席する場所において供述するときは圧迫

を受け精神の平穏を著しく害されるおそれがあると認められる者を証

人として尋問する場合，その場所以外の場所に証人を在席させ，テレビ

モニターに映る証人の姿を見ながら証人尋問を行う，ビデオリンク方式

による証人尋問を行うことができる（同法 157 条の４）。 

エ ビデオリンク方式による証人尋問の録画 

複数の被告人が起訴され，各被告人の公判が分離された場合等，被害

者が各公判において同一被害事実について繰り返し証言することを余

儀なくされる場合があり，それ自体，被害者に酷であるのみならず，い

わゆる二次的被害を繰り返す事態も想定される。そこで，裁判所は，ビ

デオリンク方式による証人尋問を実施する場合，その証人が後に同一事

実につき再び証人として供述を求められることがあると思料し，証人の

同意があるときは，証人尋問の状況等をビデオテープ等の記録媒体に記

録し，訴訟記録に添付して調書の一部とすることができる（同条）。 

このような記録媒体がその一部とされた調書については，その調書を

取り調べた後，訴訟関係人に証人尋問の機会を与えることを条件として，

証拠能力が付与される（同法 321 条の２）。 

（３）確定記録等の閲覧における配慮 

被害者等の名誉・プライバシーを保護するためには，刑事事件確定後にお

いても，確定記録等の閲覧を制限する必要があり，検察官が保管する確定記

録につき，これを閲覧させることが関係人の名誉又は生活の平穏を著しく害

することとなるおそれがあると認められるときは，これを閲覧させないこと

とされている（刑事確定訴訟記録法４条２項５号）。 

 

Ⅳ 検察官の不起訴処分に対する不朋申立て 
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我が国において，公訴権は，原則として検察官のみに付与され（刑事訴訟

法 247 条，起訴独占主義），また，検察官は，犯人の性格，年齢及び境遇，

犯罪の軽重及び情状並びに犯罪後の情況により訴追を必要としないときは，

公訴を提起しないことができる（同法 248 条，起訴便宜主義）。しかし，検

察官が，起訴すべき事件を起訴しないおそれがあることにかんがみ，不起訴

処分に対する不朋申立ての法的手段として，①管轄裁判所に対する付審判請

求，②検察審査会に対する審査申立ての制度等が設けられている。そのうち，

検察審査会に対する審査申立てについては，平成 21 年（2009 年）５月に施

行された改正検察審査会法により，一定の場合，検察審査会の議決に基づき，

裁判所から指定された弁護士（以下「指定弁護士」という。）による公訴提起

がなされる制度（起訴議決制度）が導入されている。 

（１）付審判請求 

公務員職権濫用罪等の一定の公務員犯罪について告訴等をした者は，不起

訴処分に不朋がある場合，管轄地方裁判所に付審判請求をすることができる

（刑事訴訟法 262 条）。裁判所は，請求に理由があると認めるときは，事件

を審判に付する旨の決定を行う（同法 266 条）。この決定により，その事件

の公訴の提起があったとみなされ（同法 267 条），指定弁護士が，検察官の

職務を行う（同法 268 条）。 

平成 22 年（2010 年）中，付審判請求の処理人員は 479 人であり，付審判

決定があった者は１人である。 

（２）検察審査会に対する審査申立て 

検察官の不起訴処分について，当該処分に係る被害者や告訴等をした者は，

検察審査会に不起訴処分の当否の審査を申し立てることができる（検察審査

会法２条）。 

検察審査会は，選挙人名簿に基づき，くじで選定された 11 人の検察審査
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員（任期６か月）から組織され，被害者等の申立て等を受けて，不起訴処分

の当否の審査を行い，「起訴相当」，「不起訴不当」又は「不起訴相当」の議決

を行う（同法 39 条の５）。 

従来，検察審査会の議決には，法的拘束力がなく，検察官は，議決を参考

にしつつ，公訴を提起するか否かについて，自ら最終的に判断することとさ

れていたが，上記のとおり，改正検察審査会法により起訴議決制度が導入さ

れている。 

すなわち，検察審査会が，検察審査員 11 人中８人以上の多数で「起訴相

当」の議決を行った事件につき，検察官が再度不起訴処分とした場合等にお

いて，検察審査会は，再度の審査を行わなければならない（同法 41 条の２）。

検察審査会が，再度の審査の結果，検察審査員 11 人中８人以上の多数で「起

訴をすべき旨の議決」（以下「起訴議決」という。）を行ったとき（同法 41

条の６）は，起訴議決に係る事件について，指定弁護士が公訴を提起し，そ

の維持に当たる（同法 41 条の９）。 

平成 22 年（2010 年）の検察審査会の処理人員の総数は 2320 人であり，

そのうち起訴相当とされた者が 10 人，不起訴不当とされた者が 149 人，不

起訴相当とされた者が 1764 人である。また，同年中，原不起訴処分が起訴

猶予で，起訴相当又は不起訴不当の議決がなされた 61 人のうち，検察官が

再捜査後に起訴した者は 16 人（26.2 パーセント），原不起訴処分が嫌疑不十

分で，起訴相当又は不起訴不当の議決がなされた 92 人のうち，検察官が再

捜査後に起訴した者は 12 人（13 パーセント）である。一方，起訴相当の議

決がなされた後，検察官が不起訴維持の措置を採り，検察審査会が再審査し

た事件のうち，同年中に議決に至ったものは，起訴議決が６人，起訴議決に

至らなかった旨の議決が１人である。 

 

Ⅴ 財産上の被害回復制度 
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被害者が犯罪による財産上の被害を回復することが困難であることは，か

ねてから繰り返し指摘されていたところであり，その的確かつ迅速な回復に

資するよう，刑事和解制度，損害賠償命令制度及び被害回復給付金支給制度

が創設されている。 

（１）刑事和解制度 

刑事手続の過程においては，被告人と被害者等との間に示談が成立し，示

談書が裁判所に証拠として提出される場合がある。しかし，裁判終了後，被

告人が債務を履行しない場合，被害者等は，別途，民事訴訟を提起する必要

が生じる。これは，被害者等に時間的・金銭的な負担を強いる結果となる。 

そこで，被告人と被害者等の間で，被告事件に関する民事上の争いについ

て合意が成立した場合，共同して和解の申立てができることとし，裁判所が

その内容を公判調書に記載したときは，裁判上の和解と同一の効力を有する

こととした（犯罪被害者等保護法 13 条以下）。 

これにより，被害者等は，被告人の債務の履行がない場合，別途，民事訴

訟を提起することなく，公判調書を用いて直ちに強制執行を行うことが可能

となる。 

平成 22 年（2010 年）中，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所におい

て，刑事和解により合意内容が公判調書に記載されたのは 34 件である。 

（２）損害賠償命令制度 

被害者やその一般承継人は，故意の犯罪行為により人を死傷させる罪等の

一定の重大犯罪について，その事件が係属する裁判所に対し，被告人に損害

賠償を命ずる旨の申立てをすることができ，裁判所は，有罪判決を言い渡し

た後，刑事裁判に提出された記録を取り調べるなどした上で引き続き審理を

行うことにより，申立てに対する決定を行う（同法 17 条以下）。刑事裁判の

訴訟記録が利用されることにより，簡易・迅速な被害回復を図ることが可能
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となる。 

平成 22 年（2010 年）中，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所におい

て，損害賠償命令の申立てを受けた事件の終局件数は 239 件である。 

（３）被害回復給付金支給制度 

犯人が，詐欺等の財産犯等の犯罪行為により得た財産（犯罪被害財産）は，

原則としてその没収・追徴が禁止されるが，犯罪行為が組織的に行われた場

合や財産が隠匿された場合など，犯人に対する損害賠償請求権等の行使が困

難な場合には，例外的にその没収・追徴をすることができる（組織的な犯罪

の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律 13 条）。 

その場合，検察官は，没収・追徴した犯罪被害財産を原資として，支給手

続を開始する旨の決定を行い，支給対象となる犯罪行為等を公告し，被害者

やその一般承継人等の申請を受けて受給資格や被害額等を裁定した上，被害

回復給付金を対象犯罪行為の被害者及びこれと一連の犯罪行為による被害を

受けた被害者に対して支給する（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支

給に関する法律）。これにより，被害者の財産上の損害を可能な限り回復する

ことが期待される。 

平成 22 年（2010 年）中，被害回復給付金支給手続の開始決定が行われた

のは 12 件，開始決定時における給付資金総額は 7892 万 5743 円であり，支

給手続が終了したのは７件，その支給総額は 7911 万 3542 円，支給対象人員

は申請人員 1854 人中 1786 人である。そのほか，同年には，同法 15 条に基

づく裁定等確定前の支給が行われ，平成 23 年（2011 年）５月までに裁定が

確定した 5485 人に対し，総額 23 億 7823 万 144 円が支給された。 

 

Ⅵ 被害者等に対する情報提供等 

 

上記のとおり，被害者等が刑事手続に関与し，その意見等を捜査及び裁
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判・審判の結果に反映させ，財産上の被害を回復するなどして自らの権利・

利益を確保するためには，捜査公判等の状況に関して，適切な時期に，必要

な情報に接することが重要である。また，被害者等には，被害を受けた事件

の内容を知りたいとの希望がある場合があり，そのような希望は，十分に尊

重されるべきである。そのような観点から，被害者等に対する様々な情報提

供や記録の閲覧・謄写等の枠組が構築されている。 

（１）被害者等に対する通知制度 

ア 被害者等通知制度 

検察官は，告訴等があった事件について不起訴処分をした場合におい

て，告訴人等の請求があるときは，その理由を告げなければならない（同

法 261 条）が，これに加えて，検察官等は，被害者が死亡した事件等の

重大事件や検察官等が被害者から事情聴取等を実施した事件について，

被害者等が希望する場合，事件の処理結果等の通知を行っている。 

この制度は，法務省刑事局長通達「被害者等通知制度実施要領」及び

法務省刑事局長，矯正局長，保護局長依命通達「被害者等に対する加害

者の処遇状況等に関する通知について」によって定められており，通知

の対象者は，①被害者，その親族等又は弁護士である代理人，②目撃者

その他の参考人等とされている。 

検察官による通知内容は，①処理結果（公判請求，略式請求，不起訴，

家庭裁判所送致等），②公判期日（係属裁判所及び公判日時），③刑事裁

判結果（主文，裁判年月日，確定及び上訴），④公訴事実の要旨，不起

訴裁定の主文，理由の骨子，勾留及び保釈等の身柄の状況並びに公判経

過等の①から③までに準ずる事項，⑤有罪判決確定後の加害者に関する

事項（受刑者の刑の執行終了予定時期，刑事施設における処遇状況に関

する事項，刑の執行猶予の言渡しの取消しに関する事項）である。また，

⑤に関し，仮釈放審理に関する事項については地方更生保護委員会から，
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保護観察状況に関する事項については保護観察所の長から，それぞれ通

知が行われている。 

平成 22 年（2010 年）中，事件の処理結果について４万 2798 件，公

判期日について２万 4521 件，裁判結果について３万 5633 件，受刑者の

釈放について 2015 件，刑の執行終了予定時期について 8908 件，刑事施

設における処遇状況について１万 54 件，執行猶予の言渡しの取消しに

ついて 67 件，仮釈放審理に関する事項について 2783 件，保護観察状況

に関する事項について 3157 件等の通知が行われた（目撃者等に対する

通知を含む。）。 

その一方，尐年審判後の尐年に関する事項については，被害者等から

希望があった場合，尐年院における処遇に関する事項が尐年院の長から，

仮退院審理に関する事項が地方更生保護委員会から，保護観察状況に関

する事項が保護観察所の長から，それぞれ通知されており，平成 22 年

（2010 年）中，尐年院の処遇に関して 242 件，仮退院審理に関して 95

件，保護観察状況に関して 428 件の通知が行われた。 

イ 被害者等に対する審判結果等の通知制度 

尐年審判は，刑事裁判と異なり非公開とされるため，被害者等は，審

判の結果等について十分な情報を得ることが困難であることなどから，

裁判所は，被害者等の申出により，尐年の健全な育成を妨げるおそれが

あり相当でないと認められる場合を除き，審判の結果等を通知すること

とされた（尐年法 31 条の２）。 

通知内容は，原則として，①尐年及びその法定代理人の氏名及び住居，

②決定の年月日，主文及び理由の要旨であり，理由の要旨とは，家庭裁

判所が認定した非行事実の要旨及び処遇選択の理由の要旨をいう。なお，

非行なし不処分の場合は，送致事実及びこれが認定されなかった理由の

要旨を通知することとなる。 



 

89 
 

平成 22 年（2010 年）中，審判結果等の通知の申出がなされた人員は

1239 人，そのうち相当と認められた人員は 1231 人である。 

（２）記録の閲覧・謄写等 

ア 公判記録の閲覧及び謄写 

刑事事件の記録は，本来，刑事手続で使用することを目的として，時

には，強制的に収集されたものである上，公判係属中に訴訟関係人以外

の者に閲覧・謄写を認めた場合，公判等に支障が生じ，あるいは，関係

者の名誉・プライバシーが侵害されるおそれがあることから，従来，検

察官，弁護人・被告人以外の者が公判記録を閲覧・謄写することは，原

則として認められていなかった。 

しかし，①被害者等が民事訴訟を提起する場合など，刑事裁判の確定

前に刑事事件の記録を用いる必要性が生ずる場合があること，②公判に

提出された証拠は，裁判所によって証拠能力が認められ，かつ，公開の

法廷で取り調べられたものであること，③被害者等が，事件の内容を知

りたいとして公判記録の閲覧・謄写を希望するのは当然であって，法律

上も十分に尊重すべきと考えられることなどから，被害者等の申出があ

るときは，原則として公判記録の閲覧・謄写を許可するものとした上で，

閲覧・謄写を求める理由が正当でないと認める場合及び犯罪の性質，審

理の状況等を考慮して相当でないと認める場合に限り，例外的に閲覧・

謄写を認めないこととされた（犯罪被害者等保護法３条）。 

また，いわゆる同種余罪の被害者のうち，被告人又は共犯により被告

事件に係る犯罪行為と同様の態様で継続的に又は反復して行われたこ

れと同一又は同種の罪の犯罪行為の被害者等についても，その申出があ

るときは，損害賠償請求権の行使のために必要があると認められる場合

であって，犯罪の性質，審理の状況その他の事情を考慮して相当である

ときは，公判記録の閲覧・謄写をさせることができるとされた（同法４
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条）。 

平成 22 年（2010 年）中，被害者等が公判記録の閲覧・謄写をしたの

は 1175 件である。 

イ 尐年保護事件記録の閲覧・謄写 

一般に，尐年保護事件の記録は，家庭裁判所の許可を受けた場合に閲

覧・謄写することが認められている（尐年審判規則７条）が，犯罪尐年

及び触法尐年の事件のうち，審判開始決定がなされた事件の被害者等の

申出があるときは，閲覧・謄写を求める理由が正当でない場合や尐年の

健全な育成に対する影響，事件の性質，調査・審判の状況等を考慮して

閲覧・謄写をさせることが相当でない場合を除き，当該保護事件記録の

うち，当該保護事件の非行事実（犯行の動機，態様及び結果等の当該犯

罪に密接に関連する重要な事実を含む。）に係る部分の閲覧・謄写をさ

せることとされた（尐年法５条の２）。 

平成 22 年（2010 年）中，被害者等から閲覧・謄写の申出がなされた

人員は 966 人であり，そのうち相当と認められた人員は 946 人である。 

ウ 不起訴記録の閲覧・謄写等 

刑事訴訟法 47 条は，関係者の名誉・プライバシーその他の利益を守

るなどの理由から，「訴訟に関する書類は，公判の開廷前には，これを

公にしてはならない」と定め，同条に基づき，不起訴記録は，原則とし

て非公開とされる。 

しかし，被害者等の保護をより十全なものとするため，法務省刑事局

長依命通達「被害者等に対する不起訴事件記録の開示について」により，

不起訴事件記録の開示の弾力的運用が実施されている。 

まず，被害者参加制度対象事件については，民事訴訟等において被害

回復のための損害賠償請求権その他の権利を行使する目的に限らず，事

件の内容を知ること等を目的とする場合であっても，実況見分調書，死
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体・証拠物の鑑定書等のいわゆる客観証拠については，代替性の有無に

かかわらず，原則として閲覧を認める弾力的な運用を図ることとされて

いる。ただし，記録の謄写については，民事訴訟等において被害回復の

ため損害賠償請求権等を行使する場合に限って，原則としてこれを認め

ることとされている。 

次に，被害者参加制度対象事件以外の事件については，従来どおり，

民事訴訟において被害回復のため損害賠償請求権等を行使する場合に

限って，上記客観証拠が代替性に乏しく，その証拠なくして立証が困難

である事情がある場合において，原則として閲覧・謄写を認めることと

されている。 

これに対し，精神鑑定書や供述調書については，鑑定対象者や関係者

の名誉・プライバシー，捜査一般の円滑な遂行を害するおそれが高いこ

となどから，原則として閲覧には応じない取扱いとしているが，供述調

書については，被害者等の要望に応じ，検察官において，不起訴処分と

する際に必要と認められるときにはその内容を口頭で説明するなどの

配慮を行うこととされている。 

（３）公判・審判の傍聴等 

ア 公判手続の優先傍聴 

刑事裁判は公開されており，何人も傍聴することができるが，社会的

関心が高く，傍聴希望者が多数の事件においては，法廷の物理的制約か

ら，傍聴券を有する者のみが公判を傍聴できる場合がある。 

しかしながら，被害者等は，公判審理の状況等に重大な関心を有する

のが通常であり，被害者の特別な地位・役割を考慮すれば，一般の傍聴

希望者と同列に取り扱うことは適当でない。 

そこで，被害者等から傍聴の申出がある場合には，当該被告事件の係

属する裁判所の裁判長において，その傍聴ができるよう配慮する義務が
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定められた（犯罪被害者等保護法２条）。 

具体的には，傍聴希望者が多数の場合，被害者等に優先的に傍聴券を

交付することなどが考えられ，裁判所においては，傍聴希望者数などの

事情を考慮しつつ，被害者等の傍聴を認める運用をしている。 

イ 尐年審判の傍聴 

尐年審判は，原則として非公開とされている（尐年法 22 条２項）と

ころ，家庭裁判所は，犯罪尐年及び 12 歳以上の触法尐年に係る一定の

重大事件の被害者等から傍聴の申出がある場合，尐年の年齢及び心身の

状態，事件の性質，審判の状況等を考慮して，尐年の健全な育成を妨げ

るおそれがなく相当と認めるときは，被害者等による傍聴を許可するこ

とができる（同法 22 条の４）。 

尐年審判の特殊性にかんがみ，審判傍聴の対象となる事件は，全ての

事件について配慮義務がある刑事裁判と異なり，犯罪尐年又は 12 歳以

上の触法尐年の事件であって，故意の犯罪行為により被害者を死傷させ

た罪，業務上過失致死傷等の罪又はこれらの罪に係る刑罰法令に触れる

もの（被害者を傷害させた場合は，生命に重大な危険を生じさせたとき

に限る。）とされている。 

平成 22 年（2010 年）中，審判傍聴が認められた者は 141 人である。  

（４）被害者等に対する審判の状況の説明制度 

刑事裁判の公判状況等については，検察官から被害者等に説明がなされる

ことが想定されているが，職権主義を採用する尐年審判においては，検察官

が関与する事件は多くない。そこで，裁判所は，犯罪尐年又は触法尐年の事

件の被害者等から申出がある場合において，尐年の健全な育成を妨げるおそ

れがなく相当と認めるときは，その申出をした者に対し，審判期日における

審判の状況を説明するものとされた（同法 22 条の６）。 

裁判所が説明する審判の状況とは，審判の客観的・外部的事実をいうもの

とされ，具体的には，審判期日の日時・場所・出席者，非行事実の認定手続
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等の審理経過，尐年及び保護者の陳述要旨，処分結果等である。 

平成 22 年（2010 年）中，審判状況の説明を受けた者は 517 人である。 

 

Ⅶ 終わりに 

 

一連の被害者保護立法等により，被害者等は，我が国の刑事手続において，

特別の地位・役割を有することが明らかにされたものであり，裁判所，検察

庁，警察，弁護人等の刑事手続に関わる者は，これらの趣旨を踏まえて，適

切な運用を行うべきは当然である。 

その一方，刑事手続においては，あくまで被疑者・被告人の行為責任に基

づいた事件処理・量刑が行われ，また，近時，犯罪者の再犯防止が重要な課

題とされていることなどとの関係において，捜査機関や裁判所の判断が，被

害者等の意見と必ずしも一致するものではなく，その心情等に常に応えられ

るわけではないなどの一定の限界があることも，直視しなければならない現

実であろう。 

しかしながら，刑事手続に関わる者としては，個々の被害者等と緊密なコ

ミュニケーションを図り，それぞれの被害者等の立場や心情等に応じてこれ

に配慮しつつ，誠実かつ真摯に対応することにより，可能な限りの意思疎通

を図るよう努めることが何より重要であるように思われる。 

 

（主な参考文献） 

・松尾浩也編「逐条解説犯罪被害者保護二法」有斐閣 

・酒巻匡編「Ｑ＆Ａ平成 19 年犯罪被害者のための刑事手続関連法改正」 

・白木功，飯島泰，馬場嘉郎「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための

刑事訴訟法等の一部を改正する法律の解説」法曹時報 60 巻９号 33 頁以下。

同 10 号 26 頁以下，同 11 号 95 頁以下。 

・飯島泰「法務・検察における刑事手続に関する犯罪被害者保護施策」別冊

判例タイムズ警察基本判例・実務 200 

・田野尻猛「検察における犯罪被害者保護への取組み」法律のひろば 2001
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総 括 

 

日中犯罪学学術交流会会長  

石川 正興  

 

法制度にはそれぞれの国の政治的・経済的・社会的・文化的事情が反映さ

れ，したがって同じ問題・課題に対処する法制度でも，国により相違が出て

きます。今回のシンポジウムのテーマである犯罪被害者に関する諸制度も，

例外ではありません。昨日と本日の二日間にわたって行われた計 6 人の方々

のご報告を通して，「犯罪被害者対策に関する法制度」における日中両国の違

いがかなり浮き彫りにされたと思います。先ずは，6 人の方にお礼を申し上

げたいと思います。 

 

さて，日本の事情につきましてはすでに 3 人の方のご報告で語り尽くされ

ていますが，最後に私から若干のことを補足しておきたいと思います。 

日本の学界では，1960 年前後から犯罪被害者の存在に注目する研究者が現

れ始めました。お一人は，小川太郎先生です。先生は，当時英米圏で導入さ

れ始めていた「犯罪被害者補償制度」に関する紹介論文を相次いで発表され

ました。もうお一人は，宮澤浩一先生です。先生は，メンデルソーンが提唱

した「被害者学」を紹介され，その学問領域の確立に腐心されました。 

これらの先駆的研究者とは別に，犯罪被害者補償制度を始めとする犯罪被

害者に配慮する諸制度実現のきっかけとなった事件を忘れるわけにはまいり

ません。 

はじめに挙げておきたいのは，市瀬朝一氏の息子さんの命を奪った『通り

魔殺人事件』です。市瀬氏は小さな町工場の経営者でしたが，後を継いでく
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れるはずの一人息子を失い，その後同様の境遇の人々と連携しながら「犯罪

被害者等給付金支給法」の制定へ向けた運動を進められました。その経緯は

木下惠介監督によって映画化され（『衝動殺人 息子よ』‹1979 年›），多くの

人々に深い感銘を与えました。 

次は，1974 年に極左過激派集団によって引き起こされた『三菱重工本社ビ

ル爆破事件』です。多くの通行人でごった返す昼休み時を狙ったこの大規模

ビル爆発により，死者 8 名，負傷者 376 名という多数の被害者がでました。

この事件もまた，1980 年の「犯罪被害者等給付金支給法」制定の大きな契機

となりました。 

最後は，1995 年にオーム真理教集団が引き起こした『地下鉄サリン事件』

です。朝の通勤時間帯を狙ったこの事件は，死者 13 人，負傷者約 6,300 人を

数える，文字どおりの『無差別テロ事件』です。日本側の報告者のご指摘の

とおり，我が国では 21 世紀に差しかかる頃から今日に至るまで，犯罪被害者

対策を一段と充実・推進する諸施策が講じられるようになりましたが，その

背景の一つはこの『地下鉄サリン事件』でした。 

これらの事件のほかにも，ご紹介すべき犯罪事件が多々あります。いずれ

にせよ，私がここで申し上げたいのは，犯罪被害者に関する諸制度実現の背

後には，こうした「尊い犠牲」を伴う犯罪事件があったという事実です。も

とより，こうした事件を未然に防止できれば，それに越したことはありませ

ん。しかし，過去の歴史が示すように，それぞれの社会にはその社会に見合

った犯罪が発生してしまうものです。その犯罪による被害者の尊い犠牲を忘

れることなく，今後も適切な事後的対応策を講じていかなければならないで

しょう。 

 

最後になりましたが，今回のシンポジウムを契機として，犯罪被害者対策

に関する学術・実務レベルでの日中の交流が一層促進されていきますことを
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祈念して，私の総括とさせていただきます。 
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